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第 1 章 序論 
 
経済のグローバル化が進行し、また 1990 年代以降の長期の景気低迷を経るなかで、日本
の労働市場はさまざまな面で変化した。特に、それまで低位で推移してきた失業率が上昇
したまま、景気回復期にもあまり低下しない状態が続いた。このような状況を踏まえ、労
働需給の両側面から日本の労働市場の「構造要因」をさぐる研究が活発に行われてきた。
（太田他(2008)で包括的なサーベイがされている。） 
本論文では企業の労働需要に焦点を当て、なかでも日本企業の雇用調整行動と、賃金・
報酬政策のそれぞれの側面から実証分析を行う。また、本論文では一貫してマクロデータ
を用いて分析を行う。近年の企業の雇用行動に関する研究では、主に大企業のミクロデー
タに基づく分析が主流となっている。しかし、総務省『平成 21 年経済センサス基礎調査』
の再集計を行った中小企業庁『2012 年版 中小企業白書』によれば、わが国における企業
の 99.7％が中小企業であり1、また常用雇用者の 62.8％が中小企業で雇用されている。した
がって、日本の労働市場における需要側の行動を分析する際には、大企業のみを対象とす
るのではなく、中小企業も含めたマクロレベルでの検証が必要不可欠である。 
本論文では、具体的には次の視点から分析を行った。まず、企業の雇用調整行動につい
て、従来用いられてきた「部分調整モデル」と呼ばれるモデルの妥当性を検討するととも
に、雇用調整の手段（雇用者数、労働時間、賃金、採用抑制、離職の促進）にかかる調整
費用の違いに着目し、それらを 3 つの章にまとめた。また、企業内訓練によって生産性が
上昇した正社員の雇用維持のための賃金、フリンジ・ベネフィットに関する実証分析を行
い 1 つの章にまとめた。以下、各章の具体的な内容を要約する。 
 
第 2 章「1990 年代以降の雇用調整行動とその変化」 
これまで、日本の雇用行動に関する分析は、主として「部分調整モデル」と呼ばれるモ
デルの推定を中心に行われてきた。「部分調整モデル」によれば、雇用を調整するにはコ
ストがかかるため、企業は最大利潤を実現する最適な雇用水準と 1 期前の実際の雇用との
かい離分の一部を調整する。その調整度合いを測る指標として、調整速度(または調整係
数)を計測する、というものである。部分調整モデルでは、理論上、賃金と労働の限界生産
性が等しいという仮定を措く。しかし、ほとんどの先行研究は、推定にあたってこの仮定
を明示的に考慮してこなかった。そこで、本章では、限界生産性と賃金との関係を明確に
                                                             
1 常用雇用者 300 人以下（卸売業、サービス業は 100 人以下、小売業、飲食店は 50 人以下）、又は資本金
3 億円以下（卸売業は 1 億円以下、小売業、飲食店、サービス業は 5,000 万円以下）の企業を中小企業と
している。 
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仮定した上で、最適雇用水準と実際の雇用量とのかい離(過剰雇用)を推計し、その妥当性
を確認した後に調整速度を推定する。また、企業規模によって雇用調整行動が異なること
を考慮するため、企業規模別に分割した分析を行った。さらに、調整費用の非対称性を考
慮し、雇用量の増減を採用(入職)と解雇(離職)に分割した。その結果、以下の諸点が明らか
となった。第 1 に、2000 年頃を境に人員ベースの雇用調整は早まった。第 2 に、企業規模
が大きい程、人員調整が遅いとは言えない。第 3 に、1990 年代後半までは、雇用過剰が低
下しても大企業と中堅企業では入職抑制を行い、中小企業は入職による調整を全く行わな
い。第 4 に、2002 年以降の景気回復期には全ての企業で入職、離職による調整が活発にな
る。特に大企業で顕著である。 
 
第 3 章「生産ショックに対する企業規模別の雇用調整」 
部分調整モデルを用いた分析の問題点として、限界生産力と賃金との関係性だけでなく、
労働投入量を構成する労働時間と雇用量との相互関係が明確でないという点が挙げられる。
そこで本章では、共和分検定とベクトル誤差修正モデル（VECM）を用いて、雇用量、賃
金と労働時間の時間を通じた変化を推定し、バブル崩壊後の 1990 年代における雇用調整の
企業規模間の相違を検証した。分析ではまず、賃金と労働の限界生産力が長期的には一致
することを確認した。そのうえで、労働時間、雇用量、賃金と生産からなる 4 変量 VECM
を推定し、各変数が時間を通じてどのように変化したかを明らかにした。分析の結果から
明らかになったのは以下の点である。第 1 に、すべての企業規模について、長期的には賃
金と限界生産性との一致が確認された。第 2 に、生産ショックに対して、雇用量、労働時
間、賃金が新たな均衡に達するまでの期間は同程度である。第 3 に、企業規模が大きいほ
ど、生産ショックに対して各変数の調整期間が長くなる。第 4 に、企業は生産ショックに
対して雇用量よりも労働時間を変動させて調整を行っており、その傾向は企業規模が大き
いほど強いことが確認された。 
 
第 4 章「雇用調整手段としての入職・離職の役割-VECM によるインプリケーション」 
本章では、前章と同様に 1990 年代の企業の雇用調整行動に焦点をあて、企業が雇用調整
手段としての入職・離職と労働時間をどのように用いるか検証した。企業が講じる雇用調
整の方法には、労働時間によるものと雇用者数によるものがあり、それぞれの調整費用は
異なると考えられる。また、雇用者数の変化は、採用(入職)、解雇（離職）によるものに
分けられるが、採用費用と解雇費用は異なることが予想される。さらに雇用変化量が同じ
であっても、採用も離職も活発である状況と採用も離職もあまり行われない状況がある。
そこで、本章では雇用調整行動のなかでも入職・離職と労働時間による調整に着目して分
析を行った。分析の結果、生産ショックに伴う必要労働投入量の変化に対して、規模が大
きいほど労働時間を伸縮的に動かすことで対処していることが示された。企業規模によっ
て入職と離職の役割が異なることが明らかになった。また、労働者を削減する費用のほう
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が採用にかかる費用よりも高いことを支持する結果を得た。 
 
 第 5 章「賃金、フリンジ・ベネフィットと離職行動」 
本章では、日本企業における長期雇用慣行を支える賃金やフリンジ・ベネフィットの持
つ離職抑制効果に焦点を当て、景気変動やトレンドが賃金・報酬制度が持つ離職抑制効果
に与えた影響について分析を行った。分析の結果として重要なのは、第 1 に離職抑制効果
はバブル期の転職ブームによって低下したが、全般的には回復してきている点。第 2 は、
若年層では労働市場の流動化による離職抑制効果の低下がバブル崩壊以降も持続している
点である。賃金やフリンジ・ベネフィットの離職率に与える効果は景気循環や労働市場の
流動化といったトレンドの影響を受けていることが明らかとなった。 
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第 2 章 1990 年代以降の企業の雇用調整行動とその変化 
2.1 はじめに 
 
本章では、日本の製造業における雇用調整を分析する。特に企業規模と雇用調整手段の
違いに着目した分析を行う。 
これまで、日本の雇用行動に関する分析は、主として「部分調整モデル」と呼ばれるモ
デルの推定を中心に行われてきた(包括的なサーベイとして村松(1983,1995)が挙げられる。
2000 年代以降は太田他(2008)に詳しい。)。「部分調整モデル」によれば、雇用量を調整す
るにはコストがかかるため、企業は最大利潤を実現する最適な雇用水準と 1 期前の実際の
雇用とのかい離分の一部を調整する。その調整度合いを測る指標として調整速度(あるいは
調整係数)を計測する、というものである。部分調整モデルでは、理論上、賃金と労働の限
界生産性は等しいという仮定を措く。しかし、ほとんどの先行研究では、推定の際にこの
仮定が明示的に考慮されていない。 
そこで、本章では、限界生産性と賃金との関係を明確に仮定した上で、最適雇用水準と
実際の雇用量とのかい離(過剰雇用)を推計し、その妥当性を検証した上で、調整速度を推
定する。また、企業規模によって雇用慣行や調整費用が異なることを考慮するため、本章
では企業規模別に分析した。さらに、調整費用の非対称性を考慮し、雇用量の増減を採用
(入職)、解雇(離職)に分割した分析を行う。 
 
2.2 先行研究 
 
本節では、企業の雇用行動を分析する際に頻繁に用いられてきた部分調整モデルと先行
研究についてまとめる。 
企業の生産関数は、雇用と資本ストックに依存する以下のようなコブ・ダグラス型であ
るとする。 
 
  Y = A𝐿𝛼𝐾1−𝛼       (2.1) 
 
但し、Yは生産量、Lは雇用量、Kは資本ストックを表しており、Aは技術水準、αは労働
分配率である。 
賃金率を w とするとき、企業の短期利潤は以下で示される。 
  π = Y − wL       (2.2) 
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企業は利潤を最大化させるように雇用量を決定する。利潤最大化の一階の条件は以下で
与えられる。 
 
  αA𝐿𝛼−1𝐾1−𝛼 − 𝑤 = 0         (2.3) 
 
（1）式を用いて、さらに対数変換して次式を得る。 
 
  lnα + lnY − lnL − lnw = 0      (2.4) 
 
これは、調整費用ゼロのときの最適労働需要量が満たす条件を示している。しかし、企
業が現実の雇用量を最適雇用量に調整しようとするときには費用がかかる。この点につい
て、Oi(1962)は、労働を準固定的生産要素と規定した。企業に特有な技能の存在を想定す
ることで、企業内と外部の労働力を区別している。「企業特殊訓練」を受けた労働者は準
固定的生産要素となり、短期的な需給の変動に対して瞬時に調整することは合理的でなく
なる。将来にわたる人的資本投資費用の回収可能性という長期的視点からは調整には時間
がかかる。また、雇用保障の観点からも説明が加えられる。過剰雇用の際に即時に解雇さ
れるような企業では、労働者のモラルの低下が起こる危険性がある。いつ解雇されるかわ
からない企業では労働者が企業特殊人的資本を形成するインセンティブは低下する恐れが
ある。また、雇用が不安定な企業であるという評判がたつことは、優秀な人材の確保に支
障をきたす。希望退職を募った場合でも、自社が手放したくない優秀な人材が他企業から
のより良い条件のオファーを受け入れて引き抜かれてしまい、削減したいと考えていた人
材だけが残ることにもなりかねない。このような理由から、企業は生産量からみた最適雇
用量と現実の雇用量とのかい離を即座に調整しない。 
 
このように雇用調整には費用がかかる。調整費用関数の形状に関しては、2 次形式や一
括固定費用のみ、一括固定費用と 2 次形式など数多く存在する(例えば Harmermesh(1993)な
ど)が、最も一般的な調整費用関数の想定は 2 次形式である。この費用関数を想定すれば、
長期均衡近傍での運動方程式は次のような部分調整モデルで近似することができる。 
 
  ln𝐿𝑡 − 𝑙𝑛𝐿𝑡−1 = 𝜆(𝑙𝑛𝐿𝑡
∗ − 𝑙𝑛𝐿𝑡−1)     (2.5) 
 
ただし、𝐿𝑡
∗は最適雇用量である。また、モデルの λ(0<λ<1)は調整速度であり、1 に近いほ
ど調整を行うことを示している。 
 実証分析上は、 (2.5)式の部分調整モデルを具体的には次の形で推定する。 
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 ln𝐿𝑡 = 𝛼 + 𝛽𝑌𝑡 + 𝛾𝑤𝑡−1 + (1 − 𝜆)𝑙𝑛𝐿𝑡−1     (2.6) 
 
このモデルの妥当性については、従来、λ が 0<λ<1 であるかどうかを判断基準とされる
ことが多かった。このような部分調整モデルによる推定はモデルのフィットが良いことか
ら、多くの分析が行われてきた。 
日本における雇用調整に関する研究は、主として以上のような 2 次形式の調整費用を想
定し、実証分析が行われてきた。日本について初めて調整関数を計測した篠塚・石原
(1977)を皮切りに先行研究は非常に多い。1980 年代までは、マクロデータを用いた研究に
より、産業間や企業規模間、男女間、あるいは国際間の比較などが盛んに行われた。これ
ら研究の結論は以下にまとめることができる。 
・部分調整モデルのフィットはよく、一定の説明力を持つ。 
・日本の雇用調整速度はアメリカと比較すると遅いが、他の先進諸外国と比較すると大差
ない。 
・労働時間による雇用調整を考慮するため、労働時間×雇用量による調整モデルを推定す
ると、雇用調整速度は早くなる。 
・人的資本蓄積が重要視される産業では調整速度が遅い(例えば、黒坂(1988)では重化学工
業は遅く、卸売・小売、サービス業では早い結果を得ている)。また、男性よりも女性の調
整速度のほうが早い。 
・大企業より中小企業の調整速度のほうが早い。また、中小企業では大企業とは雇用決定
のメカニズムが異なる可能性が指摘される。 
次に、小池(1983)はセメント業界 17 社と電機産業 7 社に関する雇用変動の推移を観察し、
企業が調整を始めるトリガーとなるのは、経常損益が 2 期連続赤字または 1 期の大きな経
常赤字であるということを見出した。いわゆる「赤字調整モデル」とよばれるモデルであ
る。調整費用関数が 2 次形式ではなく、一括固定費用が存在する場合、最適雇用量からの
乖離が小さい場合には調整を行わず、乖離が大きい場合には調整を行う。このことを事例
研究により示した。 
これ以降、雇用調整の分析は、個別企業の分析にシフトしていく。1980 年代後半から
90 年にかけては個別企業の事例研究(村松(1986)、伊藤(1990)など)が主流であり、赤字モデ
ルがかなり当てはまることが示された。また、90 年代後半からは企業財務データを用いた
マイクロパネルによる分析(駿河(1997)、小牧(1998)、野田(1998)、中田・竹廣(2001)、安井
(2005)、中田(2007)など)が行われてきた。これらは、非正規労働力の活用程度やガバナン
ス構造、企業が直面する生産物市場の不確実性などに着目し、赤字調整モデルの妥当性や
雇用調整速度の変化をとらえようとするものである。赤字モデルの当てはまりは業種によ
って異なることが示されるが、果たして調整速度が時代を通じて変化したかどうかについ
ては一致した結論が得られていないのが現状である。 
以上のような先行研究を踏まえて、本研究の特徴として、以下の 4 点を挙げる。 
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第 1 は、マクロデータによる分析を行うことである。小池(1983)以降、個別企業の事例
研究や企業財務データを利用したパネル分析が主流となっている。しかし、マイクロデー
タが得られる企業は、上場企業等の財務データを公開している大企業が中心である。中小
企業を含めた日本全体としてどのような雇用調整が行われているかを考えるためには、マ
クロレベルでの雇用調整を分析することが必要である。 
第 2 は、長期的には「限界生産力＝賃金」とされた上で部分調整モデルが導出されてい
るにも関わらず、限界生産性条件の長期的な安定関係の検証は、井出(1993)を除き、多く
の研究では全く考慮されていない。本研究では、限界生産性条件を明示的に考慮して、最
適雇用と現実の雇用量とのかい離を計算し、その差をどのように調整するのかを分析する
点に特徴がある。 
第 3 に、企業規模に着目した分析を行うことである。従来、日本の大企業では、勤続と
ともに賃金が上昇する右上がりの賃金プロファイルが顕著に観察され、さらにそれがホワ
イトカラーのみならず、ブルーカラーにもみられる点が日本の特徴として指摘されてきた
(小池（2005）)。したがって、企業内訓練がよりインテンシブとみられる大企業と中小企
業では、正社員の定着性や労働費用の準固定性は異なることが予想される。 
第 4 に、雇用量の変化について、採用による調整と離職による調整とを分けて捉えた点
である。雇用調整には、採用抑制、離職の促進、配置転換、出向などのように多くの手段
が存在する。それらにかかる調整費用は異なると考えられ2、調整手段による違いは考慮さ
れるべきであると考える。 
 
2.3 データと推定モデル 
2.3.1 データ 
本分析では、主要な変数である常用労働者数、賃金に関しては厚生労働省『毎月勤労統
計調査』の 1993 年 1 月から 2007 年 12 月の月次データを用いる 。また、同調査の企業規
模区分に応じて、企業規模としては従業員 500 人以上を大企業、100 人から 499 人を中規
模企業、30 人から 99 人を小規模企業として分析を行う。 
『毎月勤労統計調査』は、事業所の抽出替えの影響により、常用労働者数の実数は時系
列的に接続しない。しかし「前月末労働者数」、「本月末労働者数」のデータが入手可能で
あるため、各期の雇用変化率を計算し、1993 年 1 月を基準とした修正を行った。賃金には
「現金給与総額」を使用し、これを製造業部門別投入物価指数を用いて実質化した。生産
指数には鉱工業生産指数ならびに中小企業製造工業生産指数を使用した。なお、最適雇用
量を計算する際には各変数に季節調整を行ったものを使用する。調整式の推計にあたって、
                                                             
2 様々な調整手段を分析したものとして、村松(1986)では、解雇とその他の調整手段の代替性を検証して
いる。小池(2005)では、出向や配置転換が解雇を減尐させるとし、Hildreth and Ohtake（1998）でも事業所
間移転の解雇との代替性を分析している。 
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雇用変化率、採用、解雇の代理変数である（前月末常用労働者に占める）入職率、離職率
に関しては 4 月一括採用の効果を考慮して季節調整はせず、4 月ダミーを加えることで対
処する。これにより、4 月一括採用の効果を確認することも可能となる3。 
 
2.3.2 推定モデル 
 
推計モデルとして、基本的には(2.5)式で示されるような部分調整モデルを推計する。 
調整モデルの推定に先立ち、(2.4)式を仮定して以下の推定を行う。 
 
 (−lnY + lnL + lnw) = α + 𝛽1𝑡𝑟𝑒𝑛𝑑 + 𝛽2𝑡𝑟𝑒𝑛𝑑
2 + 𝑢𝑖     (2.7) 
 
 この推定式の残差系列が雇用過剰感を示す系列である。 
一方、部分調整モデルのように制約を課さない場合、次式の残差部分が𝑙𝑛𝐿𝑡
∗ − 𝑙𝑛𝐿𝑡−1で
あり、本来調整すべき量である雇用過剰感を示している。 
 
 lnL = α + β1𝑙𝑛𝑌 + 𝛽2𝑙𝑛𝑊 + 𝛽3𝑡𝑟𝑒𝑛𝑑 + 𝛽4𝑡𝑟𝑒𝑛𝑑
2 + 𝑢𝑖     (2.8) 
 
いずれの推定式にもトレンド項を加えたのは、技術進歩等の影響を考慮するためである。 
これらの系列が雇用の過剰(過尐)を示す指標として適切であるかを、日本銀行の短観、
雇用人員判断 DI の動きと比較することで検討する4。日本銀行の DI では、企業規模別に雇
用の過剰（過尐）感を知ることができる。 
この結果を示しているのが図 2-1 から 2-3 である。左軸が残差系列、右軸が DI である。
これを見ると、特に 2000 年以降、(2.8)式による制約なしモデルの残差は全ての企業規模で
DI の動きと大きく異なることがわかる。一方で、(2.7)式による制約を課した残差系列は、
DI と同じような動きをしている。このことから、限界生産性条件（(2.4)式）の制約をつけ
ずに推定された部分調整モデルの係数は、実際の調整速度を示しているとは言えない。雇
用過剰(過尐)を示す指標として適切な、制約を課したモデルによって調整速度を推定する
必要がある。 
そこで、制約を課した(2.7)式の残差を(2.5)式へ代入し、λ の計測を行う。 
 
    Δ(ln Lt) = α
L + 𝛽𝐿𝐷𝐴𝑝𝑟𝑖𝑙 + (𝜆1
L + 𝜆2
𝐿DApril)(𝑙𝑛𝐿
∗ − 𝑙𝑛𝐿𝑡−1) + 𝑢𝑖
𝐿     (2.9) 
                                                             
3
 最適雇用水準の計算にあたって、雇用量について季節調整を行わないものを用いた場合、小規模企業の
残差系列（雇用過剰）の水準のみ若干の違いが見られたものの、残差系列の変動、ならびに以下の調整モ
デルの推計結果に大きな違いは見られなかった。 
4 ただし、日銀の雇用 DI の規模区分は資本金ベースで分割されているため、本章で用いている規模区分と
は異なる。なお、短観は四半期項目であるため、(2.7)、(2.8)式の残差系列を四半期へ変換したものを示す。
残差系列はそれぞれ標準偏差で除し、基準化している。 
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なお、DAprilは４月ダミーである。また、(𝑙𝑛𝐿
∗ − 𝑙𝑛𝐿𝑡−1)は(2-7)式の残差である。さらに、
4 月の労働移動(新卒の一括採用や定年退職)の効果を抽出するために、被説明変数である
Δ(ln Lt)に関しては季節調整を行っていない。DAprilは 4 月の定数項ダミーであり、この値
が有意に正であれば、4 月には雇用過剰に関わらない一括採用や一括離職が行われている
ことを意味している。𝜆2
𝐿DAprilは調整項と４月ダミーの交差項であり、雇用過剰（過尐）に
応じて４月だけ調整速度が変化することを意味する。 
 
 
 
図 2-1 DI と残差系列-大企業 
 
図 2-2 DI と残差系列-中規模企業 
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図 2-3 DI と残差系列-小規模企業 
2.4 実証分析 
2.4.1 雇用量変化の推定結果 
表 2-1 は雇用量変化についての調整モデルの推定結果である。分析の結果、大規模企業
と小規模企業は雇用過剰(過尐)に対して随時調整を行う。これらの企業については、4 月は
雇用過剰(過尐)に関わらない入職（一括採用）も行われるが、特に 4 月に過剰感に対応し
て大きく調整を行うわけではない。一方で、中規模企業では各期に調整が行われていない。
他の企業規模と異なり、4 月だけ調整を行っているという結果を得た。 
また、先行研究で示される「企業規模が大きいほど調整速度は遅い」という傾向は、推
定結果においては確認されない。 
表 2-1 調整モデル推定結果 
  係数推定値 t 値   
大規模企業 
   
定数項 -0.003 -15.760 *** 
λ -0.015 -3.141 *** 
D_april 0.016 22.837 *** 
λ×Ｄ_april -0.007 -0.429   
中規模企業 
   
定数項 -0.003 -14.483 *** 
λ -0.007 -1.504 
 
D_april 0.018 24.046 *** 
λ×Ｄ_april -0.053 -2.992 *** 
小規模企業 
   
定数項 -0.002 -8.201 *** 
λ -0.020 -3.077 *** 
D_april 0.016 17.896 *** 
λ×Ｄ_april -0.036 -1.579   
注）***、**、*は 1％、5％、10％有意水準の棄却を表す。 
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2.4.2 期間を分割した場合-調整速度の変化の確認 
 
では、企業の雇用調整行動は期間を通じて変化しなかったのか。先述したように、雇用
調整速度の変化の有無に関しては、先行研究でも統一した見解は得られていない。例えば、
樋口(2001)では、『毎月勤労統計調査』のマクロデータを用いて、1960-1973 年、1974-1984
年、1985-2000 年と期間を分割した分析の結果、趨勢的に調整速度が上昇したとしている。
また、マイクロデータで分析をした中田・竹廣(2001)では、1990 年代に調整速度は低下し、
中田(2007)では 2000 年から正社員の調整速度が加速したとされる。しかし、Ariga and 
Kambayashi(2010)では、調整速度に変化は見られないという結果である。 
そこで、本研究でも、雇用調整速度の変化の可能性を考慮し、期間を分けた分析を行う。
サンプル期間の分割点は次のように決定した。 
 
Δln(𝐿𝑡) = αb
L + (𝜆1𝑏
𝐿 + 𝜆2𝑏
𝐿 DApril)(𝑙𝑛𝐿
∗ − 𝑙𝑛𝐿𝑡−1) 
                                                                    +𝑆𝐷𝑗*𝛼𝑎
𝐿 + (𝜆1𝑎
𝐿 + 𝜆2𝑎
𝐿 DApril)(𝑙𝑛𝐿
∗ − 𝑙𝑛𝐿𝑡−1)+ + 𝑢𝑖   (2.10) 
 
 
𝑆𝐷𝑗は構造変化前は 0、構造変化後は１をとるダミー変数である。ここでは、1995 年から
2005 年までのいずれかの時点で構造変化が起こったと想定する今回は推定の簡略化のため、
毎月ではなく、各年の１月に構造変化が起こったと仮定している。そのうえで、構造変化
の起こった年については、以下の手順で推定した。 
1． (2.10)式を 1995 年で構造変化が起こったものとして推定し、AIC を計算する。 
2． １と同様に 1996 年で構造変化がおこったものとして推定し、AIC を計算する。 
3． 2005 年まで推計し、AIC の計算を繰り返す。 
4． 1995 年から 2005 年までの AIC のうち、最も小さい年を構造変化点とする。 
 
その結果、大規模企業では 1993-2002 年と 2003-2007 年、中規模企業は 1993-2001 年と
2002-2007 年、小規模企業では 1993-2000 年と 2001-2007 年という期間が選択された(AIC の
変化は補論 A に示す)。このように、全ての企業規模で 2000 年代初頭に構造変化が生じた
ものと考えられる。 
それぞれについて期間を分割した推定結果は表 2-2 である。λの推定結果より 90 年代の
小規模企業を除き、雇用過剰に対応した調整は毎月行われている。さらに、D_april は全規
模で両期間ともに正で有意な結果となっており、雇用の過剰に関わらない 4 月の一括調整
が行われている。また、(λ×D_april)に関して、90 年代では小規模企業は有意でないものの、
大・中規模企業ではプラスで有意であった。しかし、2000 年以降では、一転して全ての企
業規模においてマイナスで有意となっている。つまり、90 年代では、雇用過剰に対する 4
12 
 
月の調整は他の月と比べて小さくなるが、2000 年以降では、4 月の調整が活発化すること
を示している。この理由については、次節の入職と離職に分解した分析の中で詳細に検討
する。 
表 2-2 に示された係数推定値を基に、雇用過剰が 1％あった場合の調整の大きさを図示
したものが図 2-4 から 2-6 である。この結果によれば、全ての企業規模において、2000 年
代初頭を境に雇用調整速度が速くなっている。一方で、2000 年代の小規模企業の調整係数
が大きいことが確認されるものの、大規模企業と中規模企業の調整速度に目立った差異が
みられず､企業の従業員規模が大きいほど調整速度が小さいとは必ずしもいえない。 
表 2-2 調整モデル推定結果-期間別 
大規模企業 
   
1993－2002 
   
定数項 -0.004 -18.871 *** 
λ -0.013 -3.179 *** 
D_april 0.017 23.202 *** 
λ×Ｄ_april 0.029 1.930 * 
2003－2007 
   
定数項 -0.002 -7.381 *** 
λ -0.022 -2.603 ** 
D_april 0.016 19.026 *** 
λ×Ｄ_april -0.304 -8.760 *** 
中規模企業       
1993-2001 
   
定数項 -0.004 -14.630 *** 
λ -0.013 -2.189 ** 
D_april 0.022 24.244 *** 
λ×Ｄ_april 0.057 2.728 *** 
2002-2007 
   
定数項 -0.002 -8.474 *** 
λ -0.010 -1.771 * 
D_april 0.017 17.149 *** 
λ×Ｄ_april -0.172 -7.486 *** 
小規模企業       
1993－2000 
   
定数項 -0.003 -7.297 *** 
λ -0.012 -1.445 
 
D_april 0.019 15.199 *** 
λ×Ｄ_april -0.012 -0.463 
 
2001－2007 
   
定数項 -0.001 -3.350 *** 
λ -0.047 -5.169 *** 
D_april 0.013 11.294 *** 
λ×Ｄ_april -0.085 -1.850 * 
注）***、**、*は 1％、5％、10％有意水準の棄却を表す。 
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図 2-4 大規模企業調整速度 
 
図 2-5 中規模企業調整速度 
 
 
図 2-6 小規模企業調整速度 
 
 
 
0
0.002
0.004
0.006
0.008
0.01
0.012
1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31 33 35 37
全期間 1993-2002年 2003-2007年 
0
0.002
0.004
0.006
0.008
0.01
0.012
1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31 33 35 37
全期間 1993-2001年 2002-2007年 
0
0.002
0.004
0.006
0.008
0.01
0.012
1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31 33 35 37
全期間 1993-2000年 2001-2007年 
14 
 
2-4-3 入職と離職による調整 
 
では、なぜ雇用調整の速度は上昇したのか。一つの仮説として、景気変動局面で調整に
用いる手段が異なっている可能性が考えられる。雇用量の変化とは、入職（インフロー）
と離職（アウトフロー）の合計である。したがって、雇用調整の手段として考えられる入
職の抑制や離職の促進の程度が、景気循環の局面によって異なっている可能性もある。こ
の点について、厚生労働省『雇用動向調査」の個票データを利用して企業の雇用創出・消
失分析を行った太田他(2008)は、従業員数 1000 人以上の企業では 1993 年以降、雇用の消
失率が創出率を上回り続けるも、消失率は 2002 年に大幅に減尐したとしている。彼らは中
規模企業でも雇用消失のピークは 2002 年であり、2003 年や 2004 年は低下しているという
結果を得ており、景気循環側面で入職と離職による調整行動が異なっている可能性は高い。 
そこで、雇用量変化を入職と離職に分解し、先と同様の分析を行う。具体的には以下の
式を推定する。 
 
ln(1 + 𝐴𝑡) = α
A + βA𝐷𝐴𝑝𝑟𝑖𝑙 + (𝜆1
A + 𝜆2
𝐴DApril)(𝑙𝑛𝐿
∗ − 𝑙𝑛𝐿𝑡−1) + 𝑢𝑖
𝐴 
 
ln(1 + 𝐷𝑡) = α
D + βD𝐷𝐴𝑝𝑟𝑖𝑙 + (𝜆1
D + 𝜆2
𝐷DApril)(lnL
∗ − 𝑙𝑛𝐿𝑡−1) + 𝑢𝑖
𝐷 
（2.11） 
 
なお、Ａは前月末の常用労働者に占める入職率、Ｄは同じく離職率である。ここでも、
構造変化の可能性を考慮し、期間を分割した分析を行う。期間の分割に関しては、雇用量
変化に関する分析と同様の手法を用いた。その結果によれば、大規模企業では入職が 2002
年、離職が 1999 年、中規模企業では入職が 1997 年、離職が 2003 年、小規模企業では入職
が 1997 年、離職が 2003 年に構造変化があると考えられる（AIC の推移は補論 A に示す。）。
このことは、太田他（2008）で示されるように、1997 年から 2003 年にかけて変化があっ
たことを示唆している。 
(2.11)式に基づく、期間別の推定結果は表 2-3 に示されている。 
  
15 
 
表 2-3 推定結果-入職と離職 
 
入職 
  
離職 
  
  係数推定値 t値   係数推定値 t値   
大規模企業 1993:01－2001:12 
 
1993:01－1998:12 
 
定数項 0.006 32.551 *** 0.010 50.222 *** 
λ -0.005 -1.425 
 
0.000 0.015 
 
D_april 0.026 38.813 *** 0.009 13.524 *** 
λ×Ｄ_april 0.026 1.878 * -0.013 -1.009   
 
2002:01－2007:12 
 
1999:01－2007:12 
 
定数項 0.008 42.013 *** 0.010 53.261 *** 
λ -0.017 -2.565 ** 0.015 3.257 *** 
D_april 0.026 39.647 *** 0.010 15.499 *** 
λ×Ｄ_april -0.218 -8.001 *** 0.026 1.313   
中規模企業 1993:01-1996:12 
 
1993:01-2002:12 
 
定数項 0.009 32.559 *** 0.013 73.440 *** 
λ 0.003 0.448 
 
0.010 2.427 ** 
D_april 0.028 25.581 *** 0.008 13.030 *** 
λ×Ｄ_april 0.153 4.356 *** 0.018 1.262   
 
1997:01-2007:12 
 
2003:01-2007:12 
 
定数項 0.010 64.178 *** 0.012 49.091 *** 
λ -0.002 -0.595 
 
0.002 0.420 
 
D_april 0.025 47.035 *** 0.010 11.174 *** 
λ×Ｄ_april -0.050 -4.421 *** 0.072 3.295 *** 
小規模企業 1993:01－1996:12 
 
1993:01－2002:12 
 
定数項 0.013 29.896 *** 0.015 75.128 *** 
λ -0.001 -0.056 
 
0.002 0.452 
 
D_april 0.025 16.124 *** 0.006 8.573 *** 
λ×Ｄ_april 0.025 0.545   0.012 0.792   
 
1997:01－2007:12 
 
2003:01－2007:12 
 
定数項 0.013 58.600 *** 0.013 50.507 *** 
λ -0.015 -2.961 *** 0.030 3.054 *** 
D_april 0.021 28.062 *** 0.008 9.171 *** 
λ×Ｄ_april -0.046 -2.433 ** 0.081 1.397   
注）***、**、*は 1％、5％、10％有意水準の棄却を表す。 
 
なお、調整手段によって構造変化のタイミングが異なるため、採用と解雇の構造に関す
る組合せは 3 つの期間に分類される5。具体的には､大規模企業は 1993-1998 年、1999-2001
年、2002-2007 年、中規模企業と小規模企業は、それぞれ 1993-1996 年、1997-2002 年、
2003-2007 年である。推定結果の表 2-3 から調整の程度を読み取るのは難しい。そこで、雇
用量変化の分析と同様に雇用過剰が１％あった場合、どのような調整を行うかを図 2-7 か
                                                             
5 たとえば、大規模企業の場合、各調整手段の分割期間は、入職で 1993-2001 年、2002-2007 年、離職で
1993-1998 年、1999-2007 年である。各手段の組合せとして、1993-1998 年、1999-2001 年、2002-2007 年と
分割されることになる。 
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ら図 2-14 に示す。 
 大規模企業については、1993-1998 年の期間に、離職による調整は全く行われない。一
方で入職は 4 月に雇用過剰感と逆の調整行動をとっている（𝜆2
𝐴DAprilが有意に正）ために、
雇用過剰は解消されない。1999-2001 年では、雇用過剰に対して、離職が促進される。
2002-2007 年では、入職、離職ともに調整されるようになる。2002 年以降は景気回復期で
あり、雇用過剰（過尐）に応じて、採用行動や離職抑制行動が行われるようになったこと
を示す結果となっている。 
 中規模企業について、1993-1996 年の期間、入職行動については大企業と同様の傾向が
確認される。雇用過剰に対して離職促進は行われるものの、入職による調整が行われてい
ないため、合計(人数調整)をみるとほとんど調整されないように見える。1997 年以降は入
職、離職ともに調整を行うようになった。但し、調整の程度は大企業と比較して遅い。 
 小規模企業について、1993-1996 年の結果は入職、離職ともに λ の値が有意でなく、雇用
過剰に対する調整は全く行われていない（表示を省略）。1997 年以降は入職による調整が
行われ始め、2003 年からは離職による調整も行われるようになった。 
 以上をまとめると、全ての企業規模について、1990 年代後半頃までは雇用過剰（過尐）
に対する採用行動が滞っている。特に企業規模が大きい程、本来の雇用過剰に対する調整
と逆の動きをしている。先に図 2-1 から図 2-3 に示したように、この期間は雇用過剰の指
標が低下傾向を示していることを考えると、雇用過剰が若干解消されつつあるにも関わら
ず、採用を手控えていることを表したものである。この期間はバブル崩壊後の長期不況下
にあり、今後の景気の見通しの悪さが新規採用行動を控えさせた結果であると考えられる。
対照的に、景気回復期である 2002 年以降は、全ての企業規模で入職および離職による調整
が活発化している。 
なお、本章の推定結果によれば、従来の部分調整モデルで確認されてきた「企業規模が
大きいほど雇用人員の調整速度は遅い」という結果は、全ての期間について支持されない。
むしろ、景気回復期には大規模企業のほうが調整を行う。特に採用による調整の役割が大
きい。大規模企業のほうが入職を柔軟に調整することが示されたのは、大規模企業では労
働の超過供給に直面しており、企業は必要な分だけ採用を行うことができるものの、中・
小規模企業では景気回復時には人材が大規模企業に流れてしまい、必要とする人材を確保
することが難しくなることの表れと考えられる。 
 
2.5 まとめと今後の課題 
 
 本章では、部分調整モデルの限界生産性の仮定の妥当性を考慮し、必要な仮定であるこ
とが確認された。この仮定を明示的に考慮した分析を行ったところ、得られた結果は以下
の点である 
 第 1 に、2000 年頃を境に人員ベースの雇用調整は早まった。 
17 
 
 第 2 に、企業規模が大きい程、人員調整が遅いとは言えない。 
 第 3 に、1990 年代後半までは、雇用過剰が低下しても大規模企業と中規模企業では入職
抑制を行い、小規模企業は入職による調整を全く行わない。 
 第 4 に、2002 年以降の景気回復期には全ての企業で入職、離職による調整が活発になる。
特に大規模企業で顕著である。 
 ただし、構造変化については、今回は簡略化のため、AIC 基準により構造変化点を決定
しており、検定を行っているわけではない。構造変化点及びその有無に関しては、今後、
詳細に検証する余地が残されている。なお、本章で取り上げられなかった点として、労働
時間による調整がある。労働時間調整は雇用調整の中でも大きな役割を果たしていると考
えられる。この点に関しては、次章で分析を行う。また、重要な点として、正社員以外の
雇用形態で就業する労働者についての分析が挙げられる。近年ではパートタイム労働者等
の非正規雇用の割合が増加し、基幹的な労働者となっているケースも多く、より詳細な分
析が必要である6。 
  
                                                             
6 本章では、分析対象を「常用労働者」とした。これは「一般労働者」と「パートタイム労働者」との合
計の値である。ただし、補論 B に示すとおり、一般労働者に限定して分析した場合でも結果に大きな違い
は見られなかった。 
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図 2-7 大規模企業 1993-1998 年 
 
図 2-8 大規模企業 1999-2001 年 
 
図 2-9 大規模企業 2002-2007 年 
 
図 2-10 中規模企業 1993-1996 年 
 
図 2-11 中規模企業 1997-2002 年 
図 2-12 中規模企業 2003-2007 年 
  
図 2-13 小規模企業 1997-2002 年 
 
図 2-14 小規模企業 2003-2007 年 
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補論 A.   構造変化点の決定-AIC の推移 
 
図 2-15 AIC の推移-大規模、雇用者数 
 
図 2-16 AIC の推移-中規模企業、雇用者数 
 
図 2-17 AIC の推移-小規模企業、雇用者数 
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図 2-18 AIC の推移-大規模企業、入職、離職 
 
図 2-19 AIC の推移-中規模企業、入職、離職 
 
図 2-20 AIC の推移-小規模企業、入職、離職 
 
注）図 2-18 から図 2-20 の左軸は入職、左軸は離職である。 
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補論 B.    一般労働者に限った分析 
 
表 2-4 推定結果-雇用量変化 
  係数推定値 t値   
大規模企業 
   
定数項 -0.003 -15.664 *** 
λ -0.014 -3.055 *** 
D_april 0.017 23.235 *** 
λ×Ｄ_april 0.003 0.179   
中規模企業 
   
定数項 -0.004 -17.409 *** 
λ -0.008 -1.922 ** 
D_april 0.021 28.737 *** 
λ×Ｄ_april -0.038 -2.702 *** 
小規模企業 
   
定数項 -0.003 -12.185 *** 
λ -0.016 -2.585 ** 
D_april 0.018 24.194 *** 
λ×Ｄ_april -0.058 -2.427 ** 
注）***、**、*は 1％、5％、10％有意水準の棄却を表す。 
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表 2-5 推定結果-雇用量変化、期間別 
 
係数推定値 ｔ値 
 
大規模企業    
1993-2002 
   
定数項 -0.004 -18.738 *** 
λ -0.012 -2.802 *** 
D_april 0.017 23.391 *** 
λ×Ｄ_april 0.034 2.235 ** 
2003-2007 
   
定数項 -0.002 -7.949 *** 
λ -0.029 -3.885 *** 
D_april 0.018 22.503 *** 
λ×Ｄ_april -0.351 -9.703 *** 
中規模企業 
   
1993-1998 
   
定数項 -0.004 -15.005 *** 
λ -0.010 -1.960 * 
D_april 0.027 27.954 *** 
λ×Ｄ_april 0.058 3.638 *** 
1999-2007 
   
定数項 -0.003 -15.265 *** 
λ -0.011 -2.427 ** 
D_april 0.019 25.003 *** 
λ×Ｄ_april -0.114 -6.861 *** 
小規模企業 
   
1993-2001 
   
定数項 -0.004 -15.156 *** 
λ -0.021 -3.424 *** 
D_april 0.021 25.249 *** 
λ×Ｄ_april -0.004 -0.199 
 
2001-2007 
   
定数項 -0.001 -3.834 *** 
λ -0.021 -2.011 ** 
D_april 0.019 11.803 *** 
λ×Ｄ_april -0.275 -3.861 *** 
注）***、**、*は 1％、5％、10％有意水準の棄却を表す。 
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表 2-6 推定結果-入職、離職 
 
入職 
  
離職 
  
  係数推定値 t値   係数推定値 t値   
大規模企業 1993:01-2002:12 
 
1993:01-1998:12 
 
定数項 0.006 28.477 *** 0.009 46.105 *** 
λ -0.004 -0.942 
 
0.000 -0.006 
 
D_april 0.027 39.423 *** 0.009 13.325 *** 
λ×Ｄ_april 0.029 2.120 ** -0.012 -0.964   
 
2003:01-2007:12 
 
1999:01-2007:12 
 
定数項 0.007 36.189 *** 0.009 49.885 *** 
λ -0.015 -2.254 ** 0.019 4.116 *** 
D_april 0.028 38.133 *** 0.010 15.525 *** 
λ×Ｄ_april -0.249 -7.690 *** 0.020 1.018   
中規模企業 1993:01-1996:12 
 
1993:01-2002:12 
 
定数項 0.006 25.818 *** 0.011 69.441 *** 
λ 0.007 1.185 
 
0.011 3.717 *** 
D_april 0.031 33.401 *** 0.008 14.208 *** 
λ×Ｄ_april 0.133 5.770 *** 0.013 1.300   
 
1997:01-2007:12 
 
2003:01-2007:12 
 
定数項 0.007 48.570 *** 0.010 38.132 *** 
λ -0.002 -0.592 
 
0.002 0.287 
 
D_april 0.028 55.230 *** 0.009 10.294 *** 
λ×Ｄ_april -0.041 -4.512 *** 0.064 3.360 *** 
小規模企業 1993:01-1996:12 
 
1993:01-2002:12 
 
定数項 0.009 37.041 *** 0.013 100.565 *** 
λ 0.008 0.929 
 
0.001 0.144 
 
D_april 0.028 40.015 *** 0.006 10.882 *** 
λ×Ｄ_april 0.017 0.472   0.013 1.197   
 
1997:01-2007:12 
 
2003:01-2007:12 
 
定数項 0.009 53.826 *** 0.011 45.231 *** 
λ -0.018 -3.876 *** 0.006 0.956 
 
D_april 0.023 59.151 *** 0.007 11.525 *** 
λ×Ｄ_april -0.057 -5.757 *** 0.094 2.669 *** 
注）***、**、*は 1％、5％、10％有意水準の棄却を表す。 
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第 3 章 企業規模による雇用調整行動分析 
 
3.1 はじめに 
 
本章の目的は、企業規模による雇用調整行動の違いを検証することである。バブル崩壊後の
長期不況期における厳しい雇用情勢を受けて、雇用不安や労働市場の様々な現象を解明しよう
とする議論が活発になされていた。 
これまで、日本企業は雇用人員の調整をあまり行なわないことが度々指摘されてきた（（例
えば、村松(1995)など）。それは、長期雇用システムを採用する大企業を念頭において語られ
る場合が多い。しかしながら大企業の範囲を企業規模 500 人以上まで広げても、大企業の雇用
者数は非農林業雇用者全体の約 1/4、製造業に限っても約 1/3 程度であり、残る多くの労働者
が中小企業で雇用されている。 従って、日本における雇用調整を論ずるには、中小企業の雇
用調整行動に対する考察も不可欠となる。 
大企業では、中小企業に比較して、キャリア形成を通じた訓練の機会が豊富であり、賃金制
度においても確立した慣行が存在するとされる（小池 2005）。企業規模が大きくなるほど、そ
の労働力は準固定的な生産要素としての性格が強くなり、短期的な労働需要の変動に対して瞬
時に雇用量を調整することは合理的ではなくなるであろう。 
第１次石油危機の製造業について分析を行った篠塚(1979)以降、大企業と中小企業では労働
需要関数が異なると認識されてきた。これは、第 1 次石油危機の不況時に大企業が雇用を減尐
させた一方で中小企業は雇用を増加させたことで、大企業の雇用減尐分を中小企業が吸収し、
全体の雇用量がそれほど減尐しなかったということによっている。事実、表 3-１に示すとおり、
大企業が減量経営を推進していた一方で中小企業では高度成長を通じて慢性的な人手不足に直
面していた中での不況の到来であったため、大企業における雇用機会の減尐が中小企業で雇用
を増加させる契機となった。それに伴い雇用調整が規模間で大きく異なったという見方が一般
的であった。 
しかしながら、バブル崩壊前ではすべての企業規模の雇用量は増加傾向を示した後、バブル
崩壊以降は、すべての企業規模の雇用者数が減尐しており、特に中小企業での減尐幅が大きな
ものとなっている。このことから、中小企業の雇用吸収能力は低下している可能性が高い。さ
らに、すべての産業に多大な影響を与えたバブル崩壊という不況の性質の違いなどから企業規
模間の雇用調整を再検証することは必要不可欠である。 また、前章での分析において、2000
年あたりを境に調整行動の変化が確認され、特に 1990 年代には全ての企業規模において通常
考えられるような調整が行われていないという特徴がある。そこで、本章では 1990 年代の企
業の雇用調整行動に焦点をあてて分析を行う。 
 これまでの日本企業の雇用調整分析は、主として部分調整モデルの推定に基づいて行われて
きた。部分調整モデルに基づく従来の分析は、雇用者及び総労働投入量について、それぞれを
誘導型により推定を行い、推定された調整速度を比較するアプローチが主流であるが、それら
は労働時間と雇用者数の相互作用が明確でないという欠点を持つ。さらに、最適雇用量の存在
自体を検証した研究が乏しいという問題があった。 
 そのような問題意識に基づいて、近年では時系列的な手法を用いた分析が行われるようにな
ってきた。例えば、産業別に誤差修正モデル（ECM）を用いた井出(1993)、構造型 VAR によ
り雇用調整の企業規模間比較を行った照山(1993)、ならびに製造業の雇用調整を VECM によっ
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て分析した Nakanishi(2001)などがある。しかしながら、このような時系列分析をおこなった研
究は未だ尐ないのが現状である。そこで、本章では、VECM を用いて限界生産性と賃金との
長期的な安定関係の存在を検証するとともに、労働時間、雇用者数の調整を計測する。 
 本章の構成は以下のとおりである。次節では、雇用調整に関する既存研究を整理し、第 3 節
では分析に用いるモデルとデータについて述べる。第 4 節では、限界生産力仮説の長期的な存
在を確認し、労働時間、雇用人員、賃金、生産に関する 4 変量 VECM の推定から各変数の調
整速度の計測を行う。5 節ではまとめと今後の課題について述べる。 
 
表 3-1 製造業、企業規模別雇用者数の推移 
  雇用者数（千人） 増減率（％） 
区分 1967年 1971年 1974年 1977年 71年/67年 74年/71年 77年/74年 
製造業計 10750 11743 11861 11640 9.2 1.0 △ 1.9 
1〜9人 1143 1245 1350 1420 8.9 8.4 5.2 
10〜29人 1551 1666 1651 1754 7.4 △ 0.9 6.2 
30〜99人 1184 1991 2126 2239 68.2 6.8 5.3 
100〜299
人 1451 1580 1615 1605 8.9 2.2 △ 0.6 
300〜499
人 673 685 725 633 1.8 5.8 △ 12.7 
500人以上 4016 4558 4359 3979 13.5 △ 4.4 △ 8.7 
官公庁 22 11 15 8 △ 50.0 36.4 △ 46.7 
                
  雇用者数（千人） 増減率（％）     
区分 1987年 1992年 1997年 92年/87年 97年/92年     
製造業計 12711 13828 13076 8.8 △ 5.4     
1〜9人 1490 1543 1384 3.6 △ 10.3     
10〜29人 1940 2049 1841 5.6 △ 10.2     
30〜99人 2451 2539 2452 3.6 △ 3.4     
100〜299
人 1942 2089 2013 7.6 △ 3.6     
300〜499
人 782 851 821 8.8 △ 3.5     
500人以上 4092 4733 4529 15.7 △ 4.3     
官公庁 12 9 12 △ 25.0 33.3     
資料出所：総務省『就業構造基本調査』         
 
3.2 先行研究 
 
 日本において初めて雇用調整関数を推定した篠塚・石原(1977)以降、雇用調整に関する
研究は、国際比較や産業別、企業規模別の分析、あるいはコーポレート・ガバナンスの視
点などから、膨大な研究が蓄積されてきた7。それらの研究の多くが、二次形式の調整費
用関数を想定し、集計データを用いた部分調整モデルを推定している。 
本章と同様に企業規模別の分析を行ったものとして、篠塚・石原(1977)、篠塚(1979)が
                                                             
7 日本における雇用調整の包括的なサーベイとして村松(1995)がある。 
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先駆的な論文であり、その後、水野(1985)、大竹(1988)、村松(1990)、(1991)、照山(1993)
などがある。 
このうち、篠塚・石原(1977)は、中小企業の雇用計画と大企業の行動原理が異なる可能
性を示唆し、篠塚(1979)では中小企業の最適雇用水準について、労働市場の逼迫度の影響
を考慮するために完全失業率を説明変数に加えて推計を行っている。その結果、中小企業
では完全失業率を加えることにより説明力が高まること、雇用人員の調整速度は中小企業
のほうが速く、大企業のほうが遅いこと、しかしながら、労働投入量の変化については企
業規模間で調整速度に差がないことを見出している。一方、水野(1985)では小規模企業の
部分調整モデルに関して有意な係数が得られていない。また、大竹(1988)は賃金調整と労
働投入調整に関する同時決定モデルを用いて分析を行っている。この研究によれば、賃金
調整や雇用調整の速度は企業規模が小さいほど大きくなるものの顕著な差は確認されてい
ない。村松(1991)においては小規模企業のほうが雇用調整速度は速いものの、雇用の生産
弾力性は大きくなっておらず、小規模企業に関しては通常の雇用調整関数では説明できな
いことを指摘している。不均衡計量モデルを適用した照山(1993)によると、大企業は常に
超過供給状態で中小企業の労働市場では超過供給期と超過需要期が交錯しており、雇用と
労働時間の長期水準への調整速度は企業規模間で差がなく、賃金の調整速度は小規模企業
のほうが速いという結果を見出している。 
企業規模別の分析について共通することは、大企業は費用最小化問題から定式化される
企業行動により説明可能である。しかしながら中小企業に関しては通常のモデルでは説明
できていない。また、労働投入量における調整速度は企業規模間で有意に差は無い一方、
雇用人員ベースの調整速度は中小企業のほうが速いという結果が多い。しかし、これらは
主に部分調整モデルに基づく分析であり、労働時間と雇用人員の調整の相互作用が明確で
はない。また、限界生産力仮説が長期的に成立をすることを仮定して分析を行なっており、
果たして長期の安定的な関係が存在するか否かの確認はほとんど行なわれていないのが現
状のようである。そこで本章では、企業規模ごとに限界生産力仮説の長期的な成立に関し
て共和分検定を用いて検証し、均衡の近傍における変数間の短期的な相互作用を分析する。 
 
3.3 モデルとデータ 
 
 企業の生産関数は、延べ労働時間（マン・アワー）と資本ストックに依存する以下のような
コブ・ダグラス型であるとする。 
  1)( KnhAy           (3.1) 
ここで、 y は生産量、n は雇用者数、h は労働時間、K は資本ストックであり、A は技術水準、
αは労働分配率を示す。 
賃金率を w とすると， 短期の利潤関数は以下のようになる8。 
nhwy          (3.2) 
企業は利潤を最大化させるように総労働投入量を決定する。利潤最大化の一階の条件は以下で
与えられる。 
                                                             
8
 ここでは単純化のため、労働費用は時間当たり賃金率のみとし、雇用者一人当たりにかかる固定費用は考慮
していない。 
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  011  wKnhA               (3.3) 
従って、 
      0)( 1  wynh       (3.4) 
となる。 (3.4)式を対数変換し,誘導型を導出すると、次式を得る． 
0logloglogloglog  whny
        (3.5) 
 労働時間及び雇用人員に調整費用が存在しない場合，(3.5)式が成立している。従って，生産，
賃金，雇用人員，労働時間の 4 変数間の共和分検定を行い，長期において限界生産力仮説が成
立するか否かを検証する。もし、共和分関係が成立していれば、以下の式を推定し、各変数の
調整速度を計測する。 
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(3.6) 
  ttttt NHWyY ,,,    
先に述べたように、本章では 1990 年代の企業の雇用調整行動に焦点を当てることとし、さ
らに 1999 年 12 月に労働者派遣法が大幅に改正されたことを考慮して、1999 年度末までを分
析期間とする。具体的には、推定期間は 1993 年 1 月から 2000 年 3 月であり、製造業の企業規
模別の月次データを用いる。企業規模の区分として、厚生労働省『毎月勤労統計調査』の規模
区分に従って、｢500 人以上｣、｢100 人〜499 人｣、｢30 人〜99 人｣を、それぞれ、大規模企業、
中規模企業、小規模企業とする9 。月次で入手可能な生産の指標として、中小企業庁の試算に
よる大企業生産指数と中小企業生産指数を用いる。ただし、企業規模はここで用いている規模
区分と合致するものではない。しかし、企業規模によって生産が異なることが予想され、分離
した変数を用いるほうが妥当であると判断したためである。労働時間としては総実労働時間を、
労働者数は月末の常用労働者数10を用いる。実質賃金率は決まって支給される給与を(所定内労
働時間+1．25×所定外労働時間)で除し、時間あたりの名目賃金率を求め、WPI で除して求めた。
なお、すべての変数はセンサス局法 X-12-ARIMA により季節調整を行なった後、対数変換し
た。 
 
3.4 実証分析 
 
長期均衡の成立を考察する前に、各変数について定常性の検定である単位根検定を行なう。
単位根検定として、ADF 検定を採用した。なお、拡張項のラグ次数の選択には拡張項の最大
                                                             
9 中小企業法によれば、「中小企業」とは「資本金 3 億円以下または常時雇用する従業員数 300 人以下の会社及
び従業員 300 人以下の個人企業」を指す。また、「小規模企業」とは従業者数 20 人以下を指す。本章で用いた
規模区分はこれに合致するものではない。また、分析に使用する『毎月勤労統計』は事業所単位の調査である
ため、事業所を一つの企業とみなして分析している。従って、大企業に属する事業所であっても中・小規模企
業として取り扱われている場合があることには注意を要する。 
10 雇用者数に関して、『毎月勤労統計』の第一種事業所の抽出替えの際は、第 1 種事業所が一度に交代するた
め、調査結果の実数値が時系列的に接続しなくなることがある。そのため、実数を用いるよりも指数を使用す
るほうが好ましいが、本章で使用する規模別の常用雇用指数は入手不可能である。従って、毎月勤労統計に記
載のある指数作成方法及び、ギャップ修正の方法を基にギャップ修正を行った。 
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次数を 12 とし、AIC による選択を行った。 
表 3-2 は単位根検定の結果である。すべての系列においてレベルで I(1)、つまり 1 つの単位
根を持つという結果となった。従って、長期的に(3.4)式が成立しているか否かについて、共和
分検定を用いて検証することが可能である。共和分検定には Johansen(1988)が提唱するトレー
ステスト及び最大固有値テストを採用した。ラグ次数の選択には最大次数を 4 として AIC に
より選択した。 
共和分検定の結果は表 3-3 に示す。すべての企業規模において生産、賃金、労働時間、雇用
量の 4 変数間に長期的な安定関係が検出された。 大規模企業、中規模企業では 2 個の共和分
関係が存在し、小規模企業では 1 個の共和分関係が存在すると判断される。従って、以下では
短期的関係だけではなく、長期的関係を考慮した ECMによる推定を行う。 
 
表 3-2 単位根検定結果 
変数 ラグ トレンド＋定数項   定数項のみ   
大規模企業           
労働時間 2 -2.343 
 
-2.285 
 Δ 労働時間 4 -6.649 ** -6.678 ** 
雇用量 3 -1.249 
 
1.568 
 Δ 雇用量 2 -6.628 ** -6.676 ** 
生産 1 -1.949 
 
-1.465 
 Δ 生産 1 -9.472 ** -9.407 ** 
賃金 1 -2.357 
 
-1.839 
 Δ 賃金 4 -9.715 ** -9.532 ** 
中規模企業           
労働時間 2 -2.29 
 
-2.324 
 Δ 労働時間 4 -7.109 ** -7.159 ** 
雇用量 3 -2.106 
 
-2.442 
 Δ 雇用量 2 -3.612 * -3.394 * 
生産 1 -1.517 
 
-1.530 
 Δ 生産 1 -6.769 ** -6.813 ** 
賃金 4 -2.813 
 
-2.16 
 Δ 賃金 3 -9.701 ** -9.684 ** 
小規模企業 
     労働時間 2 -1.703 
 
-1.702 
 Δ 労働時間 1 -6.012 ** -6.039 ** 
雇用量 1 -1.270 
 
-1.006 
 Δ 雇用量 2 -7.467 ** -8.397 ** 
生産 1 -1.515 
 
-1.530 
 Δ 生産 1 -6.769 ** -6.813 ** 
賃金 4 -1.161 
 
-1.006 
 Δ 賃金 2 -9.864 ** -9.803 ** 
*:有意水準 5%,**:有意水準 1% 
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表 3-3 共和分検定結果 
固有値 対数尤度 共和分の数   
大規模企業 
   0.502 106.659 0 ** 
0.387 47.405 1 ** 
0.040 5.850 2 
 0.027 2.362 3 
 中規模企業 
   0.460 109.628 0 ** 
0.395 57.323 1 ** 
0.111 14.538 2 
 0.052 4.552 3 
 小規模企業 
   0.334 56.641 0 ** 
0.188 22.097 1 
 0.049 4.352 2 
 0.001 0.054 3   
*:有意水準 5%,**:有意水準 1% 
 
3.5 シミュレーション 
 
VECM の推定値はあくまで誘導型の結果であるため、経済学的な解釈は困難である。した
がって、考察の対象をインパルス応答関数と予測誤差の分散分解に限定する。なお、変数の順
序は生産、賃金、労働時間、雇用者数とした11。ラグ次数選択は AIC により行った後、最高次
の項の有意性を t 検定により判断し、有意な係数がひとつでもある時点まで次数を確保した。
この際、t 検定の有意水準を 1％としている。また、収束判定条件として、長期水準を１と基
準化し、最終的にインパルスが長期水準の±5％域内に到達する時点とする12。 
本章で焦点を当てるのは、特に生産ショックに対する各変数の調整と各変数自身のショック
からの調整である。まず、生産ショックに対する各変数の調整について考察する。インパルス
応答は図 3-１から 3-3 に、分散分解は表 3-4 に示されている。なお、インパルスは累積インパ
ルスを示している。生産ショックに対する調整速度は、大規模企業では賃金が 11 期，労働時
間が 10 期，雇用量が 13 期である。中規模企業は賃金、労働時間、雇用量ともに 6 期である。
小規模企業は賃金が 4 期，労働時間が 4 期，雇用量が 6 期である。このように、同一の企業規
模では、生産ショックに対して各変数が新しい均衡へ調整される速度に明確な差は確認されな
い。一方で、企業規模間を比較すると、大規模企業では各変数が新しい均衡に調整されるまで
にもっとも長い期間を要し、中規模と小規模企業は大差ない結果となっている。 
次に、生産ショックに対する各変数の調整経路を検討する。大規模企業では、雇用水準はほ
                                                             
11 インパルス応答関数は過去の撹乱項の影響がどのように波及するかを捉えたものである。このようなイノベ
ーション計算を行う際には同時点の変数関係に一定の制約をおく必要がある。本研究では Sims(1980)の提唱す
るコレスキー分解を採用した。 
12 このような基準化は照山(1993)、照山・戸田(1997)でも行われている。 
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とんど変化しない一方、労働時間は増減しながら新しい均衡水準へと収束している。また、賃
金率も増減しながら収束している。これは、雇用量を変化させるのは困難であるが、労働時間
を変化させるのは比較的容易であることを示している。賃金率の調整経路が振動するのは割り
増し賃金が存在するため、労働時間の影響を受けているためだと考えられる。中規模・小規模
に関しては、労働時間、雇用量ともになだらかに新しい均衡水準へと収束しており、大規模企
業とは異なる調整経路を描いている。これは、企業規模が大きいほど雇用の調整費用が大きい
ことを示している。 
次に生産ショックが与える影響を、分散分解の結果から考察する（表 3-4）。この際、調整が
終了していると考えられる 24 期目について考察する。賃金に対する影響は大規模企業で 37％、
中規模企業で 25％、小規模企業で 10％となっている。労働時間に対する影響は大規模企業で
71％、中規模企業で 55％と高い水準であるのに対して、小規模企業では 20％程度にとどまっ
ている。雇用量に対する影響はすべての規模で 3％以下と極めて小さい。 
以上、インパルス応答と分散分解の結果から、生産ショックは雇用量に対してあまり影響を
与えず、労働時間と賃金に大きな影響を与えていることが確認された。また、企業規模が大き
いほどその傾向が強くなることも確認された。 
次に各変数自身にショックを与えた場合の調整速度について、企業規模間の差異を考察する。
結果は表 3-5 に示している。賃金及び労働時間のショックに対する調整期間は、規模が大きい
ほど長くなっているが、雇用量の調整期間には明確な差が確認されない。また、労働時間の調
整は雇用量の調整よりも長い時間を要することがわかる。これは雇用量の調整速度は非常に遅
く、労働時間の調整速度は早いとする先行研究とは異なる結果となっている。しかし、先述し
たように生産ショックが労働時間により吸収され、雇用量は変化しないことを考えると、労働
時間調整が雇用量調整を補っているためにこのような結果となっていると思われる。また、雇
用量のショックは新たな均衡水準から非常に近いため、調整期間が短く計測されていることも
一因であろう。 
労働時間のショックが他の変数に及ぼす影響について、大規模企業、中規模企業では労働時
間の永続性は低く、小規模企業では高い。雇用量の永続性は中・小規模企業では高いものの、
大規模企業では低い。大規模、小規模企業では他の変数にあまり影響を及ぼしていないが、中
規模企業では賃金へ 16％程度となっている。このことから企業規模が大きいほど、労働時間
は伸縮的であり、雇用量は硬直的であることが確認された。 
インパルス応答と分散分解による結果から重要であると思われるのは、以下の 3 点である。 
 第 1 に、生産ショックに対して、賃金、労働時間、雇用量ともに大規模企業で長い調整期
間を要する点である。ただし、同一規模でみると各変数の調整期間に明確な差は確認されない。 
第 2 点目は生産ショックに対して企業規模が大きいほど労働時間による調整を行うことであ
る。 
第 3 点目は規模が大きいほど、労働時間が伸縮的であり、雇用量が硬直的であると示された
点である。また、中規模企業は大規模企業と小規模企業との中間の傾向を示すが、どちらかと
いえば、小規模企業に近い性質を有することが確認された。 
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図 3-1 生産ショックインパルス応答-大規模企業 
 
図 3-2 生産ショックインパルス応答-中規模企業 
 
 
 
図 3-3 生産ショックインパルス応答-小規模企業 
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表 3-4 分散分解 
注) 上の行が変動の源泉，左の変数が被説明変数を示している．なお，2 期目から 24 期目の
動きを示している。 
 
 
 
 
表 3-5 収束期間 
  生産 賃金 労働時間 雇用者数 
大規模企業 
    生産 5 11 9 5 
賃金 11 10 14 4 
労働時間 10 11 14 4 
雇用者数 13 9 14 3 
中規模企業 
    生産 3 5 7 6 
賃金 6 9 9 4 
労働時間 6 18 9 6 
雇用者数 6 7 7 6 
小規模企業 
    生産 2 3 6 6 
賃金 4 4 7 2 
労働時間 4 7 6 5 
雇用者数 6 4 11 2 
注）長期水準を１と基準化し、最終的にインパルスが長期水準の±5％域内に到達した期間を示
している。上の行の変数にショックを与えたときの左の列の各変数へ及ぼす影響を示している。 
 
  生産 賃金 労働時間 雇用者数 
大規模企業 
            生産 95.987 → 97.846 1.540 → 37.132 34.607 → 71.350 0.801 → 2.789 
賃金 1.257 → 0.622 93.648 → 56.547 10.470 → 5.587 19.397 → 40.183 
労働時間 2.719 → 1.500 0.032 → 1.939 53.474 → 22.316 1.302 → 3.936 
雇用者数 0.037 → 0.033 4.779 → 4.383 1.449 → 0.747 78.500 → 53.092 
中規模企業 
            生産 97.142 → 86.252 3.033 → 24.619 20.128 → 55.128 0.504 → 1.492 
賃金 0.918 → 5.844 94.473 → 58.212 11.178 → 8.242 0.218 → 5.394 
労働時間 0.025 → 0.432 0.769 → 1.393 68.064 → 24.986 0.597 → 2.125 
雇用者数 1.916 → 7.472 1.725 → 15.776 0.630 → 11.644 98.680 → 90.989 
小規模企業 
            生産 97.244 → 90.281 3.647 → 10.341 8.688 → 18.927 1.923 → 0.695 
賃金 0.509 → 3.125 81.441 → 47.957 1.133 → 12.329 3.599 → 3.054 
労働時間 0.555 → 5.104 14.235 → 41.612 89.916 → 68.636 1.742 → 2.098 
雇用者数 1.692 → 1.490 0.678 → 0.090 0.263 → 0.108 92.735 → 94.153 
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3.6 おわりに 
 
従来の雇用調整関数の分析は限界生産力仮説が成立すると仮定して計測が行われてきた。本
章では、共和分検定によって長期均衡の成立を検証し、それをもとに雇用調整関数を VECM
によって推定した。それによると、すべての規模で長期の安定関係があることが確認された。
さらに、生産ショックに対して、同一の企業規模では賃金、労働時間、雇用量が新たな均衡に
達するのに要する期間は同程度であるが、企業規模を比較すると、規模が大きくなるほどこれ
らの調整期間が長い。さらに、生産が労働時間に対して強い影響力を持っている一方で、雇用
量にはあまり影響を及ぼさない。このことから、生産ショックは労働時間の変動によって吸収
されると判断される。この傾向は企業規模が大きくなるほど顕著である。 
第 2 章では規模が大きいほど調整期間が長いとは言えなかったのに対して、本章では大規模
企業の調整期間が長く、調整速度が遅いという結果となった。この理由としては次の 2 点が考
えられる。まず、第 1 には生産の取り扱いから生じる違いである。2 章では生産を外生変数と
して扱った。一方で本章の分析では内生化している。そのため、「雇用」の調整だけではなく、
「生産」調整も含んでいる可能性もある。特に大規模企業は中・小規模企業と比較して生産調
整を行うことが可能であると考えられ、インパルス応答の形状からも大規模企業は生産ショッ
クに対する生産自身の調整幅、期間について、他規模と比較して調整を行っていることがわか
る。このような生産調整を含めると、調整に時間を要すると考えられる。第 2 には、労働時間
調整の違いである。本章では労働時間を明示的に取り入れた分析を行った。その結果、大規模
企業では生産ショックに対して労働時間を伸縮的に調整していることが明らかになった。労働
時間調整を考慮すると、システムとして調整が完了するのに時間を要する結果であると考えら
れる。 
また、各変数自身のショックからの調整期間についいては、雇用量の調整速度に規模間格差
は確認されないものの 、労働時間、賃金は規模が大きいほど遅いという結果を得た。 
今後の課題として以下の点を挙げる。第 1 次石油危機の企業の雇用調整を検証した従来の研
究では、部分調整モデルによる分析しか行われていないため、VECM を用いて再検証し、そ
の後の期間の分析結果と比較することで、企業行動が変化したか否かを確認することが必要で
あろう。また、本章で取り上げることができなかった点として、企業は雇用調整を行う際、人
員削減や労働時間の削減だけではなく、さまざまな手段を用いる。それらの手段にかかる費用
は異なるはずであり、労働投入量変化の内容に踏み込んだ分析は必要となる。この点に関して
は次章において分析を行う。さらに重要な要因として、正社員以外の雇用形態で就業する労働
者の存在がある。近年ではパートタイム労働者に代表される非正規雇用者が増大している。正
社員と比較して調整が安易であると考えられ、企業の雇用行動分析の枠内に組み込むことは必
要不可欠であろう。 
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第 4 章 企業規模別の入職・離職分析 
 
4.1 はじめに 
 
本章は、企業の雇用調整行動における規模間の差異を抽出することを目的としている。特に、
雇用量の増減を、入職によるものと離職によるものに分解し、入職、離職および労働時間が雇
用調整においてどのような役割を果たしているのかを検証する。 
前章でも述べたように、雇用調整に関しては、篠塚・石原（1977）を皮切りに国際比較、産
業間比較ならびに企業規模間比較などの多数の研究が存在する。日本では、篠塚(1979))以降、
大企業と中小企業の労働需要関数は異なっており、中小企業の雇用調整では労働市場の逼迫度
が重要な要素となっていることが繰り返し確認されている。その結果，企業規模により調整速
度が異なり，特に雇用人員ベースの調整について、大企業では調整に時間を要し、中小企業で
は比較的早く調整が行われるという結果が多い。その要因として、大企業ほど企業特殊人的資
本の蓄積程度が高く、労働組合が組織されていること等により、雇用人員の調整費用が相対的
に高いことが挙げられている。  
これまでの分析は、雇用者または総労働投入量の変化に焦点を置いてきた。しかしながら、
企業が労働投入量の増減に際して操作可能な各手段にかかる調整費用は異なると考えられるこ
とから、雇用量の変動の内容により踏み込んだ分析が重要である。事実、厚生労働省『労働経
済動向調査』によって雇用調整の手段別の実施割合を見ると、既存の労働者の雇用を削減する
よりも、新規採用の抑制を行っている企業が多い。雇用人員を削減する場合、ある程度は自然
減に頼っていることが伺える。このことは、新規採用にかかる調整費用と既存の労働者を削減
するのにかかる調整費用が異なっていることを示唆する。 
したがって、雇用量の純変化のみに着目するのではなく、変化を採用と解雇に分離して計測
する必要がある。また、雇用量の変化の背後にある入職と離職には様々なパターンが存在し、
企業規模によって異なるものと考えられる。特に規模が大きい程、内部労働市場が発達してい
るとすれば、労使双方にとって離職を選択するコストが高くなると考えられるためである。 
そこで、本章では、前章と同様に 1990 年代の企業の雇用調整行動に焦点を当て、雇用量の
純変化を入職と離職に明示的に分割し、マクロデータを用いて企業規模別の雇用調整行動の分
析を行う。  
 
  
4.2 実証分析 
 
本章の目的は、離職と入職、生産、労働時間の相互関係を捕捉することである。そのために、
VAR を用いた分析をする。なお、比較のために、生産、労働時間、雇用者数の 3 変数のモデ
ルも推定を行うことにする。以下では、3 変数のモデルをケース 1 とし、生産、労働時間、離
職者、入職者の 4 変数のモデルをケース 2 と呼ぶ。 
具体的には以下の式を推定する。 
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ただし、y は生産水準、hは労働時間、n は雇用者数であり、a が入職者数、d は離職者数を
表す。前章と同様に推定期間は 1990 年代であり、具体的にはは 1993 年 1 月から 2000 年 3 月
の製造業の規模別の月次データを用いる。企業規模の区分として、前章と同様に、厚生労働省
『毎月勤労統計調査』の区分に従って、｢500 人以上｣、｢100 人から 499 人｣、｢30 人から 99 人｣
を、それぞれ大規模企業、中規模企業、小規模企業と呼ぶことにする 。月次で入手可能な生
産の指標には、中小企業庁の試算による大企業生産指数と中小企業生産指数を用いる。労働時
間は総実労働時間を、労働者数は月末常用労働者数を用いる。雇用機会の増減を表す指標とし
て入職者数、離職者数をそれぞれ用いる13。なお、すべての変数はセンサス局法 X-12-ARIMA
により季節調整を行なった後、対数変換した。 
 
4.2.1 単位根検定 
 
VAR 推定の第一段階として、単位根検定を行う。本研究では単位根検定として ADF 検定を
採用した。拡張項の次数は、最大次数を 12 とし、AIC 基準で選択を行った。 
単位根検定の結果は表 4-1 に示されている。その結果、すべての系列に 1 つの単位根が検出
された。 
 
4.2.2 共和分検定 
  
 単位根検定の結果、 すべての系列が I(1)変数であった。従って、階差をとれば定常となる。
しかし変数間に共和分関係があれば、階差型の VAR による推定では特定化の誤りを犯すこと
になる。したがって、VAR 推定に先立ち共和分検定を行なう。共和分検定には Johansen(1988)
が提唱するトレーステスト、最大固有値テストを採用した。拡張項の次数は最大次数を 4 とし
て AIC 基準で選択した後、最大次の項の有意性をｔ検定により判断し、有意な係数が 1 つ以
上ある時点を保持した。ここで行ったｔ検定の有意水準は 1％としている。 
共和分検定の結果は表 4-2 に示す通りであり、共和分検定の結果から、ケース 1、ケース 2
ともに、全ての企業規模で共和分関係が検出された。 
 そこで、以下に示すような VECM による推定を行う。 
titi
p
i
tt uYYBAY  


 
1
1
1
 
  
 1tEC
titi
p
i
uY  



1
1   
                                                             
13 企業単位での雇用機会の増減を知ることができる調査に『雇用動向調査』がある。しかし、労働時間の記載
がないことと、半期調査でありサンプルサイズの確保が困難であるために使用を断念した。 
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表 4-1 単位根検定 
変数 ラグ トレンド＋定数項 定数項のみ 
大規模企業       
入職 4 -2.252    2.292   
Δ 入職 3 -7.318 *** -7.335 *** 
離職 4  -2.970    -2.801   
Δ 離職 3  -8.980  *** -9.022 *** 
労働時間 2  -2.343   -2.285   
Δ 労働時間 4  -6.649 ** -6.678 ** 
雇用量 3  -1.249   1.568   
Δ 雇用量 2 -6.628 ** -6.676 ** 
生産 1  -1.949   -1.465   
Δ 生産 1  -9.472 ** -9.407 ** 
中規模企業 
入職 2 -2.693   -2.771   
Δ 入職 1 -11.521 *** -11.553 *** 
離職 3  -1.681   -1.956    
Δ 離職 3  -8.095 *** -7.921 *** 
労働時間 2  -2.290    -2.324   
Δ 労働時間 4  -7.109 ** -7.159 ** 
雇用量 3  -2.106   -2.442   
Δ 雇用量 2 -3.612 * -3.394 * 
生産 1  -1.517   -1.530    
Δ 生産 1  -6.769 ** -6.813 ** 
小規模企業 
入職 6 -2.512   -2.228   
Δ 入職 2 -9.582 *** -9.633 *** 
離職 3  -2.736   -2.529   
Δ 離職 7  -6.679 *** -6.724 *** 
労働時間 2  -1.703   -1.702   
Δ 労働時間 1  -6.012 ** -6.039 ** 
雇用量 1 -1.270    -1.006   
Δ 雇用量 2 -7.467 ** -8.397 ** 
生産 1  -1.515   -1.530    
Δ 生産 1  -6.769 ** -6.813 ** 
*:有意水準 5%,**:有意水準 1% 
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表 4-2 共和分検定 
ケース 1 ケース 2 
固有値 L.R. 共和分ベクトル数   固有値 L.R. 共和分ベクトル数   
大規模企業 
 
  
    0.404 51.381 0 ** 0.448 106.375 0 ** 
0.06 7.41 1   0.32 55.797 1 ** 
0.025 2.192 2   0.221 22.964 2 ** 
   
  0.02 1.706 3 
 中規模企業 
 
  
  
  0.449 65.631 0 ** 0.461 97.187 0 ** 
0.113 14.935 1   0.326 44.662 1 ** 
0.054 4.748 2 * 0.104 11.155 2 
 
   
  0.021 1.782 3 
 小規模企業 
 
  
    0.284 32.367 0 ** 0.452 111.829 0 ** 
0.045 3.988 1   0.347 60.689 1 ** 
0.001 0.055 2   0.232 24.444 2 ** 
        0.024 2.035 3   
*:有意水準 5%,**:有意水準 1% 
 
4.2.3 インパルス応答関数と予測誤差分散分解 
 
 VECM から得られる推定値はあくまで誘導推定であるため、パラメーター推定値の意味の
解釈は難しい。従って、考察の対象をインパルス応答関数と予測誤差分散分解に限定する。 
 また、インパルス応答を求める際に、変数の順序として、ケース 1 では生産、労働時間、雇
用、ケース 2 では生産、労働時間、離職、入職の順で並べた 
ここで、全ての組み合わせの応答を求めることができるが、以下では、分析の際に重要であ
ると思われる生産ショックのインパルスに対する各変数の応答関数、ならびに変数自身のイン
パルス応答を中心に考察する。本章でも累積インパルスを示している。なお、生産ショックの
インパルス応答は、ケース 1 については図 4-1 から図 4-3、ケース 2 については図 4-4 から図
4-6 に示す。また、調整速度は長期水準に収束する速さと考えられるので、調整速度の指標と
して、長期水準を 1 と基準化し、最終的に長期水準の±5％域内にインパルスが到達する時点で
みる。各規模，ケースの収束期間を表 4-3 に示す。 
 まず、生産ショックに対して各変数が新たな定常状態へどのように調整されていくかを考察
する。 
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表 4-3 生産ショックに対する収束期間 
 
大規模企業 中規模企業 小規模企業 
 
（1） （2） （1） （2） （1） （2） 
生産 4 5 2 2 4 4 
労働時間 10 10 3 3 3 5 
雇用量 9 - 2 - 5 - 
離職 - 7 - 5 - 6 
入職 - 7 - 4 - 9 
注）長期水準を１と基準化し、最終的にインパルスが長期水準の±5％域内に到達した期間を示
している。 
 
 
 
 表 4-3 で示すように，ケース 1 では、労働時間、雇用量の収束期間は、同一規模内では明確
な差が確認されないが、企業規模間で比較すると、大規模が中・小規模の倍程度となっている。
収束経路と調整時間を考慮すれば、生産ショックに対して、大規模企業では他の規模よりも雇
用量の調整に長い時間を要するため、必要労働投入量の調整を労働時間が吸収していることを
示唆する結果である。これは通常の部分調整モデルの結果が示すように、企業規模が大きいほ
ど労働の準固定費用が増大し、雇用量を変動させることが困難になることと一致した結果であ
る（例えば、村松(1995)）。さらに、インパルス応答より、生産ショックは労働時間を増加さ
せ、雇用者数を減尐させる傾向をもっていることがわかる。この結果は、1990 年代後半に観
察された失業率の上昇と並存する長時間労働を捉えたものと考えられる。また、この時期は一
人あたりの生産性を保持したまま、雇用者数の削減を図ったことが考えられる。 
 
 
図 4-1 インパルス応答-大企業，ケース 1 
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図 4-2 インパルス応答-中規模企業，ケース 1 
 
 
図 4-3 インパルス応答-小規模企業，ケース 1 
 
 次に、雇用者の変動を入職と離職に分解したケース 2 について考えよう。先のケース 1 でみ
たように、大規模企業では雇用量の新たな長期均衡はレベルであまり変化していなかった。ケ
ース 2 の結果によれば、その背後で入職、離職の両水準が低下していることがわかる。中規模
企業では、雇用水準が低下するとの結果が得られていたが、ケース 2 により、その背後には入
職の減尐と離職の上昇があることが示されている。小規模企業では雇用水準の低下に対して、
離職が増大し、入職は初期において減尐するもその後は増加傾向を示している。つまり、企業
規模が小さいほど雇用のフローが大きく、流動的であるといえる。 
 インパルスの形状について、入職はすべての企業規模で類似しており、その収束期間にも明
確な差が観察されない。相違点としては規模が大きくなるほど大きく反応していることと、小
規模のみ長期水準が正である点にある。離職では、収束期間には差が無かったが、インパルス
の形状については、中規模、小規模では緩やかに上昇するが、大規模企業では大きく低下傾向
を見せる点で特徴である。 
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図 4-4 インパルス応答-大規模企業，ケース 2 
 
 
 
図 4-5 インパルス応答-中規模企業，ケース 2 
 
 
図 4-6 インパルス応答-小規模企業，ケース 2 
 
-0.008
-0.006
-0.004
-0.002
0
0.002
0.004
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24
労働時間 入職 離職 
-0.003
-0.002
-0.001
0
0.001
0.002
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24
労働時間 入職 離職 
-0.002
-0.001
0
0.001
0.002
0.003
0.004
0.005
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24
労働時間 入職 離職 
44 
 
 生産の上方ショックは労働需要の増加につながり、入職を増加させ、離職を抑制させるよう
に働くと考えられる。しかし、大規模企業では、入職を増加させることなく、離職を抑制する
という結果である。入職者には新卒採用を含め、若年層が多いと思われる。事実、2003 年の
『雇用動向調査』では入職者の 38.2％が 20 歳代となっている。既存の労働者を保蔵しようと
する結果であり、大規模企業で必要とされる労働力は新規社員で代替可能ではないことを示し
ていると考えられる。また、大企業ほど、解雇権濫用法理の実質的な制約を受けたり、あるい
は、解雇に伴う企業の評判の低下を懸念することも考えられる。以上のように企業が保有して
いる生産技術や労働保蔵の程度が異なるため、企業規模によって生産量の調整に必要とされる
雇用調整行動が異なることを示す結果といえる。企業規模が大きいほど、離職抑制を行う。 
 以上から、インパルス応答関数を見ることで、生産ショックに対する各変数の反応の性質が
明らかとなった。次に、各変数の変動における生産ショックの相対的重要性を予測誤差分散分
解によって見る。予測誤差の結果を表 4-4 に示す通りである。なお、分散分解については調整
が完了したと思われる 24 期目を記載している。 
 労働時間については、ケース 1、ケース 2 のいずれでも、すべての企業規模で高い寄与度と
なっており、生産ショックの寄与により変動していることがわかる。雇用量に対しては各規模
ともに極めて小さい値となっている。ケース 2 によれば、離職については、大規模で 24％程
度の寄与を持つ一方で、中規模･小規模では極めて小さい。一方で入職については、大規模で
約 51％、中規模では約 12％、小規模では約 26％であり、いずれの規模においても、離職変動
に比べて高い水準である。雇用量の変動に際して、離職よりも入職を調整するコストのほうが
安価であることの現われであろう。 
 以上の分散分解の結果は、先のインパルス応答関数の結果と共に、生産のショックに伴う必
要労働投入量の変化に対し、主として労働時間を伸縮的に動かすことにより対処していること
を示す。また、従来の考え方が示すように、その程度は企業規模が大きいほど大きいという結
論が導かれる。また、雇用者数に関してはいずれの企業規模でも生産に非感応的であったが、
入職と離職では企業規模が大きいほど恒常的水準の反応が大きくなっている。 
 最後に各変数の調整速度の規模格差について考察する。各変数の調整速度を表 4-5 に示して
いる。変数自身のショックからの収束速度とは、部分調整モデルにおける調整速度と類似の概
念である。結果を見ると、労働時間の調整が大規模企業において他規模の倍程度の期間を要す
る一方、雇用量の調整は規模間で差がない。雇用量の調整がほとんど時間を要しないのは、雇
用量に対してショックが発生した場合、新たな均衡水準がショックから非常に近いためである。
これは照山(1993)も指摘しているように、評価方法の問題点である可能性はある。また、入職
と離職に関して規模による差は確認されなかった。企業規模による調整速度の差異の特徴は、
雇用量、入職、離職については規模間の差がなく、労働時間は大規模企業で遅いという点にあ
る。 
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表 4-4 分散分解 
 
ケース 1 生産     労働時間   雇用者数         
大規模企業 
            生産 95.52 → 98.99 34.25 → 72.54 0.48 → 0.08 
   労働時間 4.48 → 0.99 64.32 → 26.8 1.33 → 1.06 
   雇用量 0 → 0.02 1.42 → 0.66 98.19 → 98.87 
   中規模企業 
            生産 97.64 → 95.33 20.43 → 60.45 1.46 → 2.45 
   労働時間 0.03 → 0.13 79.18 → 30.93 0.17 → 0.1 
   雇用量 2.33 → 4.55 0.38 → 8.62 98.37 → 97.45 
   小規模企業 
            生産 97.66 → 87.92 11.02 → 62.48 1.78 → 0.47 
   労働時間 0.95 → 11.37 88.69 → 35.17 0.89 → 0.74 
   雇用量 1.4 → 0.7 0.29 → 2.35 97.34 → 98.79       
ケース 2 生産     労働時間   離職     入職     
大規模企業 
            生産 93.34 → 91.83 30.27 → 63.75 12.76 → 23.51 5.3 → 50.55 
労働時間 6.41 → 1.62 68.47 → 31.56 3.33 → 6.36 4.14 → 2.64 
離職 0.07 → 5.46 0 → 3.39 83.75 → 69.45 17.03 → 10.99 
入職 0.18 → 1.09 1.26 → 1.3 0.16 → 0.69 73.54 → 35.82 
中規模企業 
            生産 97.71 → 97.2 18.52 → 37.82 0.72 → 2.06 2.47 → 11.65 
労働時間 0.09 → 0.47 72.21 → 30.96 1.91 → 4.09 1.84 → 2.9 
離職 0.32 → 0.46 8.31 → 18.51 85.81 → 69.99 6.72 → 51.45 
入職 1.89 → 1.87 0.96 → 12.72 11.57 → 23.86 88.97 → 34 
小規模企業 
            生産 97.85 → 86.17 9.32 → 56.8 4.96 → 8.92 7.32 → 26.21 
労働時間 1.33 → 12.8 86.81 → 41.16 0.6 → 1.27 2.67 → 5.15 
離職 0.14 → 0.92 3.15 → 1.64 85.93 → 79.22 0.87 → 0.92 
入職 0.68 → 0.1 0.71 → 0.4 8.51 → 10.6 89.14 → 67.73 
 
注) 上の行が変動の源泉，左の変数が被説明変数を示している．なお，2 期目から 24 期目の
動きを示している。 
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表 4-5 収束期間 
  生産 労働時間 雇用者数 離職 入職 
ケース (1) (2) (1) (2) (1) (2) (2) 
大規模企業 
       生産 4 5 7 7 9 8 6 
労働時間 10 10 14 14 7 13 11 
雇用者数 9 - 12 - 0 - - 
離職 - 7 - 8 - 10 9 
入職 - 7 - 10   12 10 
中規模企業 
       生産 2 2 4 7 3 6 4 
労働時間 3 3 8 8 5 5 5 
雇用者数 2 - 5 - 2 - - 
離職 - 5 - 7 - 4 5 
入職 - 4 - 4 - 4 5 
小規模企業 
       生産 4 4 5 5 6 6 6 
労働時間 3 5 7 8 6 7 7 
雇用者数 5 - 5 - 2 - - 
離職 - 6 - 8 - 10 9 
入職 - 9 - 11 - 12 12 
 
注）長期水準を１と基準化し、最終的にインパルスが長期水準の±5％域内に到達した期間を示
している。上の行の変数にショックを与えたときの左の列の各変数へ及ぼす影響を示している。 
 
 
 
 
 
4.3 おわりに 
 
 本章では、採用と解雇の調整費用の違いに着目し、これらと生産水準および労働時間との関
係について 1990 年代のマクロデータに基づいて実証分析を行った。 その結果、生産と労働時
間、雇用量の関係だけでは把握することができなかった企業規模間の調整行動の違いを検証す
ることが出来た。分析から得られた主な結果は以下の通りである。 
 第 1 に、インパルス応答関数と分散分解の結果から、雇用者数について中規模と小規模の調
整行動は非常に似た性質を持っていた。一方で、雇用量を離職と入職に分割したケースでは、
生産ショックに対して、大規模企業では離職・入職ともに低下させる傾向があり。中規模企業
では離職の増大と入職の減尐が観察され、さらに小規模企業では、離職・入職ともに増大する
傾向にある。このように、様々なパターンの離職と入職の動きが存在することは、今後、雇用
調整を分析する際に注意すべき点であると思われる。また、2 章の結果ともあわせて考えると、
1990 年代は新規採用を行わず、技能を習得した労働者を保蔵することで、一人あたりの生産
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性の上昇をもたらした。そのため、マクロレベルでみると、労働者数が減尐しているにも関わ
らず、生産が上昇している。このような状況であったために、通常想定されるような調整行動
が行われていなかったと考えられる。 
 第 2 にすべての規模において、生産ショックは離職ではなく入職に大きな影響を与えていた。
通常、企業はより調整費用が低い手段を用いて必要労働投入量を達成しようとする。従ってこ
の結果は、採用にかかるコストのほうが人員削減にかかるコストよりも低いという理論的な想
定（例えば、Abowd  and Kramarz(2003)）を支持する結果である。 
 今後の課題としては以下の点が挙げられる。第 1 に、今回はデータの制約上、1993 年から
2000 年に限定した。これまでの不況期と比較し、企業行動が変化したか否かを検証するとと
もに、2000 年以降の景気回復期との比較も必要である。第 2 には、パートタイム労働者の役
割が変化してきていることから、パートタイム労働者等を分割した変数として取り扱うことで、
労働者の質的問題を考慮することも必要不可欠であろう。もちろん、学歴や役職、職種、年齢、
性別の分析もすべきであろうが、データの制約のために出来なかった。このような詳細な分析
についても今後の課題として残されている。第 3 点に、雇用が過剰の場合には雇用人員による
調整を行う前に賃金やボーナス調整を行うことが考えられる。照山(1993)では、賃金調整が規
模間で大きく異なっていることを検証している。賃金調整と雇用調整を同時に考慮し、より経
済理論の制約を課した分析手法を用いて検証することが必要になってくるだろう。最後に、企
業が調整を行う場合、業績の悪化状況によって用いる手段が異なると考えられる。どのタイミ
ングでどの手段を用いるのかを分析した研究は皆無に等しく、調整のタイミングに関する分析
も今後の研究課題である。 
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第 5 章 賃金、フリンジ・ベネフィットと離職行動 
 
5.１ はじめに 
 
 バブルの発生と崩壊及びそれに続く長期の不況はわが国の労働市場にも様々な影響を与えて
きたと考えられる。特にバブル期の転職ブームや、近年のリストラといった現象は、これまで
日本経済の特徴とされてきた終身雇用制や年功序列型の賃金体系に基づく長期雇用慣行を崩壊
させるものであるとの指摘もある。また、IT 革命と呼ばれる情報化などの技術革新や尐子高
齢化、女性の労働参入なども長期雇用慣行に対して影響を与えている可能性は高い。しかしな
がら、『平成 10 年版経済白書』（経済企画庁(1998)）のように、｢人事評価や賃金の面では実力
主義が導入されるとしても、企業、労働者ともに長期雇用慣行を支持しており、長期雇用慣行
は基幹となる労働者中心に維持される｣との予測もある。本研究では、このような景気変動や
トレンドが長期雇用慣行を支える賃金やフリンジ･ベネフィット14の持つ離職抑制効果に与え
た影響について分析を行う。 
 長期雇用を維持することは、企業にとって、労働者に対する教育(OJT など)による人的資本
の蓄積の費用を回収するために重要なものである。たとえば、企業が教育して生産性の上昇し
た労働者は、他の企業からより高い賃金のオファーを受けた場合や現在の仕事についての不満
が当該企業でもらえる賃金と他企業で受け取ることのできる賃金との差によって埋められなか
った場合、転職という選択をするかも知れない。このような労働者の行動に対して当該企業は、
総報酬水準（賃金＋フリンジ・ベネフィット）のプロファイルを操作して、転職を抑制し、人
的資本への投資費用の回収を行ってきた。年功序列賃金制度はそうした工夫の一つの現れであ
り、フリンジ・ベネフィトの支給も離職抑制のためのものと考えられる。 
 フリンジ・ベネフィトの転職抑制効果についての実証研究は Schiller and Weiss (1979)、
Mitchell (1982)などが存在し、Mitchell(1982)では年金プランに代表されるフリンジ・ベネフィ
ットは労働者の転職を抑制しているという結果を得ている。また、わが国におけるフリンジ・
ベネフィットの離職抑制効果についての実証研究には松川(1978)がある。松川は、1973 年にお
ける製造業のクロス・セクション・データを用いて法定外福利費支出は、特に若年層の定着率
を上昇させるという結果を得ている。しかしながら、この分析はクロス・セクション・データ
による分析であり、対象時期も第 1 次オイルショック以前の 1973 年と古く、現在の労働市場
は、当時に比べ大きく変化していると考えられる。そこで、本研究ではバブル発生以前の
1983 年からバブル崩壊後の長期不況期に入った 1998 年の間において利用可能な 7 年分のデー
                                                             
14 フリンジ・ベネフィットとは法定福利費、福利施設負担費、厚生費、現物給与などの現金給与以外の諸々の
形での報酬支払いのことである。例えば社宅の提供、持ち家取得の支援として市場と比較してかなり有利な条
件での社内融資制度、などにより企業に対する帰属意識をより高揚させ離職率を低下させてきた。
Brechling(1977)等を参照のこと。また、フリンジ・ベネフィットは様々な面で課税を免れており、労働者が節
税行動を考えたときに所得税率の高い労働者ほどフリンジ・ベネフィットに対する限界効用は高くなる。また、
現金給与のなかから捻出し個人で入手するよりも企業がまとめて購入するほうが安価であるものも存在する。
このようにフリンジ・ベネフィットに対する魅力は多く、現金給与よりもフリンジ・ベネフィットのほうが労
働者、企業両者にとってより効用水準を高める可能性は強いと考えられる。跡田(1993)や山内(1995)も参照の
こと。 
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タをもとに、賃金やフリンジ･ベネフィットの離職抑制効果について検討する。 
本章の構成は以下の通りである。次節では分析の基礎となる労働者の離職行動についてモデ
ル化を行う。３節では２節のモデルをもとに実証分析において推計するモデルを定式化し、用
いるデータについて述べる。４節では、実証分析の結果を検討し、賃金やフリンジ･ベネフィ
ットの離職抑制効果について検討する。最後に５節では、本研究をまとめ、更に今後の課題に
ついて述べる。 
 
5.2 離職行動のモデル化 
 
 この節では、企業によるフリンジ・ベネフッィトの供給と賃金の決定について分析するため
に労働者の離職行動と企業の離職抑制についてモデル化し検討する。賃金を操作することによ
って企業が訓練した労働者の離職を抑制しようとするモデルは、従来 Donaldson and Eaton 
(1976)や Nickel (1976)によって展開されてきた。本研究では、これらのモデルをもとに、労働
者へのフリンジ・ベネフッィトの支給と企業側にかかるフリンジ・ベネフィット支給のための
費用を含んだ簡単なモデルを提案する。 
 まず、単純化のために労働者は 2 期間生きて、2 期間とも働くとする。労働者の行動規範は
生涯所得の最大化で、そのため第 1 期の終りに他の企業へ転職するかどうかを選択できるもの
とする。このとき労働者の離職確率（q）は、当該企業で働きつづけた時の賃金とフリンジ･ベ
ネフィット15（ 22 F,w ）と他の企業からのオファー（
aa F,w ）を比較して、 
 )Fw()Fw(qq aa22       （5.1） 
のような関数で決定されると仮定する。ここで、 0q,0q  と仮定する。つまり、自社に
とどまった場合に第 2 期に獲得できる報酬が他社に転職したときに獲得できる報酬よりも大き
いほど、第 2 期に労働者が転職する確率は小さくなると考える。また、労働市場で決定される
新規労働者の生涯所得の期待割引現在価値を gW とすると、第 1 期目に労働者を雇い入れるた
めには、企業の提示する賃金プロファイルは、以下の不等式を満たしていなければならない。 
 
  )Fw(qFw)q1(
r1
1
FwW aa2211g 

     （5.2） 
 
ここで、r は労働者の割引率とし、 11 F,w  は当該企業が支払う第 1 期の賃金とフリンジ･ベネ
フィットである。 
一方、企業は労働者の人的資本からの生産（ 2,1i,Hi  ）を各期に受け取るが、第 1 期に一
定のコスト（Ｄ）を費やして労働者を教育し、労働者の生産性を上昇させることが出来ると仮
定する（ 12 HH  ）。フリンジ･ベネフィットについては、その額が尐ない場合には労働者全
員にとって公共財的性格を持ったものであるが、額が増加するにつれて供給効率が低下し、企
                                                             
15 ここでフリンジ・ベネフィットは労働者が受け取る分を賃金換算したものであり、統計上の労働者一人当た
りのフリンジ・ベネフィットは、この他に供給のための費用を含んでいる。 
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業側の供給費用が労働者の総受取額を上回るようになると考える16。これを労働者一人あたり
のフリンジ・ベネフィットの費用関数（C(Fi)）で表す。その形状は図 5-1 のようになると考え
られる。これらの点を考慮した、企業の新規労働者一人当たりの割引現在価値は 
 
 )F(CFwH)q1(
r1
1
)F(CDFwHR 22221111 

    
 
と表される。企業は（5.2）式を制約として 22 F,w について R を最大化すると仮定する。制約
つきの 1 階の条件よりフリンジ･ベネフィットについては、 
 
0)F(C 2          
 
となる水準（ *2F ）に決定されることがわかる。フリンジ・ベネフィットの水準が決定されれ
ば、企業の制約つき費用最小化問題を解くに当たって、 gW のシャドー・プライスが正となる
ため、（5.2）式は等号で成り立つ。よって、 
 
  )Fw(qFw)q1(
r1
1
FwW aa
*
2211g 

    
 
を満たすように 2w の水準が決定されることになる。このとき、R に与える 2w の限界的な効
果は、 
 
 )Fw()F(CHq
r1
1
w
R aa*
22
2





     
 
と な る 。 こ こ で 、 教 育 に よ る 人 的 資 本 か ら の 生 産 の 伸 び が 大 き く 、
0)Fw()F(CH aa
*
22  となるならば、当該企業は賃金やフリンジ・ベネフィットを操
作して、労働者の離職を抑制しようとする。しかし、教育によって修得する技能が一般的な技
能の場合には、その分他の企業から提示される賃金やフリンジ・ベネフィットも高くなる。そ
こで、本研究では、教育によって修得する技能の中に企業特殊的な人的資本の増加が含まれて
おり、他の企業の提示する賃金、フリンジ・ベネフィットがその分低くなり、不等式が成立し
ていると考える17｡ 
                                                             
16 固定費が大きな福利施設や社宅などは、混雑が生じていない状態では等量消費性を持った公共財的な性質を
持っているため、供給量が増加しても一人当たりの平均費用が逓減する局面を持つ。一方、社内融資制度や現
物給付・現金給付の増加はその事務費等を含めて考えると、一人当たり費用が逓増するようになると考えられ
る。 
17 本研究では、明示的に 1w と 1F の決定について考慮するモデルとなっていない。もしも、企業による 1w と
1F の決定を考慮すれば、本研究のモデルの仮定だけでは、 1F は費用関数の形状から 2F と同様に決定される
が、 1w については、 2w を上昇させて 1w を際限なく下げるインセンティブが働くことになる。この点につい
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 このシンプルなモデルから実証分析に対するインプリケーションを考えると以下の 3 点が重
要である。第 1 は、賃金やフリンジ･ベネフィットは、ともに労働者の離職を抑制する効果を
持っていることである。第 2 は、フリンジ･ベネフィットの水準は企業の持つフリンジ･ベネフ
ィットの費用関数の形状で決定され、賃金はフリンジ･ベネフィットを所与として最適な離職
抑制効果を持つ水準に決定されることである。第 3 は、このモデルで扱っている労働者が受取
るフリンジ･ベネフィットと実際の統計データから得られる労働者一人当たりのフリンジ･ベネ
フィットには乖離があることである。以上の 3 点から実証分析を行う際に注意しなければなら
ないことは、企業は転職抑制のために賃金とフリンジ･ベネフィットの水準を決めるが、統計
上のフリンジ･ベネフィットと賃金が労働者の離職抑制に与える効果が異なる可能性があるこ
とと、企業にとって賃金とフリンジ･ベネフィットは無差別な手段ではなく、その双方の水準
を決定するインセンティブが存在することである。 
 
 
 
 
図 5-1 フリンジ・ベネフィットの費用関数 
5.3 推計モデルの定式化とデータ 
 
 この節では、賃金、フリンジ・ベネフィットと離職行動の関係を分析するため、離職率関数
の定式化を行う｡具体的なデータについては後述するが、本研究では、離職率を就業者に対す
る離職者の割合として定義して、この離職率に対する賃金とフリンジ・ベネフィットの効果を
分析する｡被説明変数が比率で０と１の間を取る変数であるため、通常の線形回帰モデルでは、
推計した離職率が負となったり 1 を超えたりする可能性がある。そこで本研究では、ロジッ
ト・モデルを採用する。ロジット・モデルとは、離職率 iP がロジスティック分布に従う確率
変数と考え、 
                                                                                                                                                                                         
て、われわれは、第 1 期の教育を受ける以前の労働者に対しても他の企業より賃金とフリンジ･ベネフィット
に関するオファーがあり、このオファーに基づいて 1w を下げることができる下限（ w ）が存在し、 ww 1
と決定されると考える。 
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))bXexp(1/()bXexp(P iii         
 
のように定式化するモデルである｡ここで、 iX は確率変数ベクトル、b はそれに対応する係数
ベクトルである。ここで、 iP を変換して撹乱項を加えると 
 
iiii ubX))P1/(Pln(        （5.3） 
 
のような線形回帰モデルとなる｡ここでモデルの性質から、撹乱項の分散は分散不均一性を持
つ｡そこで効率的に推定を行うために、この分散不均一性を考慮したウェイト付最小二乗法に
よりこのモデルの推計を行う。この推計方法は一般に最小カイ２乗法と呼ばれるものである｡
このときの分散の不均一性を調整するウェイトは ))1(/(1 iii PPW  である
18。 
 次に離職率を決定する説明変数であるが、本研究では松川[1978]を参考に説明変数の候補を
決定する｡松川は、離職率を 
 
基本モデル： 
iiii uFWQ        （5.4） 
:Qi 離職率       
:Wi 標準労働者の所定内給与     
:Fi 労働者一人当たり 1 ヶ月当たり法定外福利費   
 
という線形のモデルで分析をしている｡松川は、離職率を『雇用動向調査』の離職者数を就業
者数で割ることによって求めている｡またフリンジ・ベネフィットとしては、『福利厚生施設と
労働費用の実態』より、一人当たりの法定外福利費を用い、賃金には『賃金構造基本調査』
（賃金センサス）より、標準労働者の所定内の給与を用いている19｡以上のような説明変数を
用いて、松川は 1973 年の産業別クロス・セクション・データをもとに、性・年齢階級別の離
職率関数を推計している｡ 
松川はこれらの変数を用いた理由及びその問題として、それぞれ、 
 
・ 離職率には自発的及び非自発的離職が合計されている｡この点に関しては、非自発的離職は産
業間で一定、あるいは自発的離職率の説明変数とは独立な撹乱項と見なす｡ 
 
・ 標準労働者の賃金が、その年齢階級の労働者の賃金を代表するためには、｢同一年齢階級内に
おける勤続年数間賃金格差のパターンは産業間で不変である｣という仮定を置かなければならな
い。一方、年齢階級ごとの平均賃金は、離職率の高低によって平均勤続年数が増減し、その影響
を平均賃金が受けているため、誤差項と平均賃金の間に相関が発生している可能性が高く説明
変数として不適切である｡（これは、平均賃金に離職率の違いによるサンプル・セレクション・バイア
                                                             
18 ロジット・モデル及びその推定方法である最小カイ二乗法に関する説明及び導出は Amemiya (1985)を参照の
こと。 
19 これは Leibowitz (1983) の推計結果からも指摘されていることであるが、この関数は賃金とフリンジ･ベネフ
ィットが完全に代替的でなく、その係数が異なることを許すモデルであることが特徴として挙げることができ
よう。 
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スが生じていることを指摘するものである。） 
 
・ 法定外福利費は、各性・各年齢階級に共通に取られており、必ずしもその年齢が受け取るフリン
ジ・ベネフィットを表しているわけではない｡たとえば、法定外福利費の内容ごとに各年齢階級に与
える影響も異なると考えられ、項目ごとの効果を見るべきである｡しかしながらデータ数が少ないこと
を考慮して、法定外福利費を一括して扱い一人当たりの支出額の効果を見るに留める｡ 
 
という理由と問題点の指摘を行っている｡以上のような松川の指摘する問題点は重要であるが、 
 
・ 本研究では近年の離職行動全体に対する賃金とフリンジ・ベネフィットの効果を分析する。自発的
及び非自発的離職の比率や非自発的離職と説明変数との相関については、景気動向を考慮して、
実証結果の解釈において検討する｡ 
 
・ 年齢階級ごとの平均給与を用いるよりは標準労働者の賃金の方が、松川の指摘するサンプル･セ
レクション･バイアスの問題が回避できるので説明変数として望ましいと判断した｡また、産業間の年
齢階級ごとの賃金格差や分布の影響を考慮するため、説明変数として高卒と大卒の賃金を同時
に説明変数に加えて分析を行う｡ 
 
・ 各年のデータ数が少なく、項目ごとの効果を分析することが困難であると判断して一人当たりの法
定外福利費を説明変数に用いる。 
 
という判断に基づき、原則として松川のモデルで採用された（5.4）式の説明変数を用いて
（5.3）式の推計を行うこととする。 
本研究で用いたデータは、被説明変数である離職率のデータが採れる『福利厚生施設と労働
費用の実態』調査が行われた 1983 年と、『賃金労働時間制度等総合調査報告』のデータがある
1984 年、85 年、88 年、91 年、95 年、98 年の 6 年分を加えた合計 7 年分のパネル・データを
用いた｡産業分類としては、7 年間で統一的な分類が出来る製造業、卸売・小売業、金融・保
険業、サービス業の 4 産業データとした｡年齢階級は 20～29 歳、30～44 歳、45～55 歳、55 歳
以上の 4 階級とし、男子労働者のみを対象とした｡全てのサンプルをプールすると、112 個の
標本があるが、年齢階級ごとの離職率関数を推計するため、各標本数は 28 である｡被説明変数
の年度に対応した説明変数の具体的なデータの出所は、表 5-1 の通りである｡また、本研究で
は、前述したようにデータ数が尐ないため、賃金やフリンジ・ベネフィットが離職率に与える
影響の変化を捉えるためロジット・モデルの各係数が時間について 2 次関数であると仮定した
モデルを採用する｡具体的には、 
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U
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H
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H
titit uFWW))P1/(Pln(    （5.5） 
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と定式化される｡ここで、 it
HW は高卒賃金、 it
UW は大卒賃金である。 
 
 
表 5-1 データの出所 
 
 
 
5.4 実証分析 
 
 離職率関数（5.5）式の推計に入る前に、推計に用いたデータについて平均値、最小値と最
大値をまとめたのが表 5.2 である。本研究では消費者物価指数を用いて 1990 年基準の実質値
に調整したデータを用いている。この表から分かることは、第１に、離職率は 30～44 歳と 45
～54 歳はほぼ同じ水準なのに比べ、20～29 歳と 55 歳以上の年齢階級では平均値で見て倍以上
の水準にあることがわかる。また賃金については、平均値で見ると高卒が 45～54 歳でピーク
を迎えるのに対して大卒の方は 55 歳以上が最高になっているという違いがある。法定外福利
費については、年齢階級別には得られないが、その水準は給与と比較するとかなり低く、平均
値で見ると 20～29 歳で 5～6％、45～54 歳で 2％強となっている。フリンジ・ベネフィットの
値が全年齢階級での平均値であるため若年齢階級では過大に高年齢階級では低めに評価される。
このことを考慮すれば、フリンジ・ベネフィットの値は、最適水準（ *2F ）に供給のための費
用を加えた一人当たりで給与に対して 5％以下であることを示唆するものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 変数 出所 資料名 
一人 1ヶ月当たり法定外福利費 労働大臣官房政策調査部 福利厚生施設と労働費用の実態 
    賃金労働時間制度等総合調査報告 
性、年齢階級別離職者数 労働大臣官房政策調査部 雇用動向調査 
性，年齢階級別常用労働者数 労働大臣官房政策調査部 雇用動向調査(労働統計年報) 
高卒標準労働者所定内給与 労働大臣官房政策調査部 賃金構造基本統計調査 
大卒標準労働者所定内給与 労働大臣官房政策調査部 賃金構造基本統計調査 
消費者物価指数 総務庁統計局統計調査部 小売物価統計調査 
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表 5-2 変数の統計量(1990 年基準） 
 
        
  
単
位 年齢階級 平均 最小値 最大値 
離職率 ％ 20‐29歳 13.47 3.56 21.82 
    30‐44歳 6.42 1.64 14.01 
    45‐54歳 6.46 1.66 18.20 
    55歳ー 16.27 7.47 25.05 
高卒標準労働者所定内給与 円 20‐29歳 199540.62 165295.94 231535.60 
    30‐44歳 347656.14 295681.19 457081.14 
    45‐54歳 493098.61 410330.24 648462.75 
    55歳ー 475012.94 344953.21 556156.16 
大卒標準労働者所定内給与 円 20‐29歳 217515.76 191868.86 260360.10 
    30‐44歳 394116.52 337883.24 536582.60 
    45‐54歳 593735.83 542247.08 727823.87 
    55歳ー 619366.32 557971.17 726696.59 
法定外福利費 円   12644.80 6081.30 23430.24 
       
 離職率関数として、まず１１２個のデータ全体をプールした場合の推計結果を表 5-3 に示す。
説明変数の候補をすべて用いた推計結果（フル・モデル）にはいくつか統計的に有意でない係
数が含まれていたため、赤池情報量基準（AIC）を用いてモデル選択を行った。選択されたモ
デルの推計結果を見ると、高卒賃金、大卒賃金ともに有意な係数を持っており、時間に関して
2 次関数となっており、近年の景気変動等によって離職率に与える効果が変化してきたことを
示す結果となっている。これに対して法定外福利費の係数は期間を通じて一定の離職抑制効果
をもっているという推計結果となっている。 
 松川によれば、離職率関数は年齢階級によって異なり、特に法定外福利費の効果については、
その大きさや統計的な有意さにも違いがある。本研究でも、松川に倣って年齢階級別の離職率
関数を推計した。その結果が表 5.4～表 5.7 である。すべての推計結果において高卒賃金、大
卒賃金及び法定外福利費が説明変数として選択されている。また、20～29 歳と 30～44 歳の年
齢階級での結果は、分散の不均一性を修正するためにウェイトをかけた後で計測して自由度修
正済み決定係数が 0.95 以上と当てはまりが良い結果となっている。 
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表 5-3 全年齢階級の推計結果 
 フル・モデル   AIC最小モデル   
 回帰係数 ｔ値  回帰係数 ｔ値  
定数項 -2.25974 -3.215 ** -2.19799 -6.117 ** 
T  0.248669 1.036  0.120609 2.254 * 
2T  -9.83E-03 -0.669     
高卒賃金 -6.72E-06 -1.954  -7.56E-06 -2.463 * 
高卒賃金×T  -3.75E-06 -3.026 ** -3.70E-06 -3.316 ** 
高卒賃金× 2T  2.68E-07 3.781 ** 2.70E-07 4.179 ** 
大卒賃金 4.70E-06 1.843  4.96E-06 2.069 * 
大卒賃金×T  3.03E-06 3.045 ** 3.15E-06 3.324 ** 
大卒賃金× 2T  -2.21E-07 -3.786 ** -2.32E-07 -4.183 ** 
法定外福利費 -1.24E-05 -0.377  -3.82E-06 -2.793 ** 
法定外福利費×T  -5.79E-06 -0.563     
法定外福利費× 2T  2.34E-07 0.398     
2R  0.528   0.535   
F値 12.272   16.965   
AIC 148.450   146.225   
log likelihood -136.450   -137.225   
標本数：112，  ＊：有意水準５％，  ＊＊：有意水準１％ 
表 5-4 20～29 歳の推計結果 
 フル・モデル   AIC最小モデル   
 回帰係数 ｔ値  回帰係数 ｔ値  
定数項 2.97575 1.210  3.5128 2.330 * 
T  -1.0202 -1.168  -1.32297 -2.922 ** 
2T  0.061197 0.992  0.084552 2.767 * 
高卒賃金 2.67E-06 0.260     
高卒賃金×T  -5.73E-06 -1.357  -4.06E-06 -4.148 ** 
高卒賃金× 2T  1.42E-07 0.409     
大卒賃金 -2.22E-05 -1.860  -2.27E-05 -2.828 * 
大卒賃金×T  1.01E-05 2.720 * 1.02E-05 5.330 ** 
大卒賃金× 2T  -4.17E-07 -1.413  -4.11E-07 -3.246 ** 
法定外福利費 -1.10E-04 -2.615 * -1.02E-04 -4.850 ** 
法定外福利費×T  8.92E-06 0.707  4.30E-06 1.855  
法定外福利費× 2T  -3.20E-07 -0.424     
2R  0.950   0.957   
F値 47.197   75.936   
AIC 0.154   -2.646   
log likelihood 11.847   11.646   
       
標本数：28，  ＊：有意水準５％，  ＊＊:1% 
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表 5-5 30～44 歳の推計結果 
 フル・モデル   AIC最小モデル   
 回帰係数 ｔ値  回帰係数 ｔ値  
定数項 0.492251 0.219  -0.501075 -0.698  
T  -0.466118 -0.571     
2T  0.023891 0.508     
高卒賃金 1.56E-05 2.139 * 8.89E-06 2.401 * 
高卒賃金×T  -7.05E-06 -2.442 * -4.40E-06 -2.953 ** 
高卒賃金× 2T  3.72E-07 2.441 * 2.34E-07 2.892 ** 
大卒賃金 -2.04E-05 -2.047  -1.21E-05 -3.254 ** 
大卒賃金×T  7.67E-06 1.941  4.10E-06 2.914 ** 
大卒賃金× 2T  -3.98E-07 -1.886  -2.10E-07 -2.742 * 
法定外福利費 -9.81E-05 -1.866  -8.58E-05 -6.115 ** 
法定外福利費×T  1.37E-06 0.086     
法定外福利費× 2T  -3.82E-08 -0.047     
2R  0.945   0.952   
F値 43.525   77.820   
AIC -2.507   -5.235   
log likelihood 14.507   13.235   
標本数：28，  ＊：有意水準 5％，  ＊＊：有意水準１％ 
表 5-6 45～54 歳の推計結果 
 フル・モデル   AIC最小モデル   
 回帰係数 ｔ値  回帰係数 ｔ値  
定数項 1.33242 0.232  6.35E-03 1.98E-01  
T  -1.88535 -1.253  -1.54671 -1.748  
2T  0.13473 1.782  0.119051 2.383 * 
高卒賃金 1.14E-05 1.505  1.19E-05 1.655  
高卒賃金×T  -7.17E-06 -2.114  -7.30E-06 -2.234 * 
高卒賃金× 2T  3.68E-07 1.759  3.74E-07 1.856  
大卒賃金 -1.56E-05 -1.180  -1.32E-05 -1.342  
大卒賃金×T  9.42E-06 2.103  8.80E-06 2.317 * 
大卒賃金× 2T  -5.60E-07 -2.313 * -5.32E-07 -2.481 * 
法定外福利費 -6.75E-05 -0.717  -9.24E-05 -2.880 * 
法定外福利費×T  -7.12E-06 -0.283  6.37E-07 2.078  
法定外福利費× 2T  9.91E-07 0.767     
2R  0.737   0.751   
F値 7.888   9.165   
AIC 17.874   16.944   
Log likelihood -5.874   -5.944   
標本数：28，  ＊：有意水準 5％，  ＊＊：有意水準１％ 
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表 5-7 55 歳以上の推計結果 
 フル・モデル   AIC最小モデル   
 回帰係数 ｔ値  回帰係数 ｔ値  
定数項 -11.1372 -3.819 ** -8.60176 -5.910 ** 
T  3.92476 2.782 * 2.60719 4.204 ** 
2T  -0.263841 -2.587 * -0.171843 -3.516 ** 
高卒賃金 1.53E-05 4.711 ** 1.43E-05 4.970 ** 
高卒賃金×T  -5.92E-06 -4.279 ** -5.23E-06 -4.492 ** 
高卒賃金× 2T  3.51E-07 3.641 ** 3.03E-07 3.704 ** 
大卒賃金 2.96E-06 0.907     
大卒賃金×T  -1.46E-06 -1.051     
大卒賃金× 2T  1.27E-07 1.279  2.53E-08 1.501  
法定外福利費 7.85E-05 2.590 * 6.15E-05 2.593 * 
法定外福利費×T  -2.42E-05 -2.474 * -1.81E-05 -2.361 * 
法定外福利費× 2T  1.44E-06 2.317 * 1.03E-06 2.178 * 
2R  0.783   0.794   
F値 9.874   12.570   
AIC 7.569   6.505   
Log likelihood 4.431   3.495   
標本数：28，  ＊：有意水準 5％，  ＊＊：有意水準１％ 
 
 各表の推計結果はロジット･モデルの係数を示しているため離職率への効果の大きさを直感
的に理解することは難しい。そこで、賃金や法定外福利費が 1000 円上昇した場合に離職率が
何％変化するのかについて、推計された結果をもとに時系列変化をグラフにしたものが図 5-2
から図 5-5 である。ここではベースとなる離職率を 10％としている。また図には 1983 年から
98 年の変化について示しているが、推計に用いたデータは、1983 年、84 年、85 年、88 年、
91 年、95 年、98 年の 7 年分であることに注意が必要である。 
 図 5-2 の高卒賃金の効果を見ると、30～44 歳と 55 歳以上の年齢階級では賃金上昇の限界的
な効果については、当初はプラス 0.1 弱で離職を抑制する効果はなかったが、バブル期のマイ
ナス 0.1 となり若干抑制する効果をもつようになり、90 年代後半には再び抑制効果がなくなる
方向に変化してきている。これに対して 45～54 歳ではバブル期の抑制効果が比較的大きく
0.2％程度離職率を低くすると言う結果となっている。また 20～29 歳の若年層では一貫して離
職率を抑制する効果が高まっており、1983 年ではほぼゼロであったものが、98 年には 0.5％抑
制効果があるという推計結果となっている。図 5-3 の大卒賃金の効果は、高卒賃金の効果とは
対照的である。高卒賃金の効果が低かった 30～44 歳と 55 歳以上では大卒賃金の効果は離職促
進ではあるがその効果は小さいと判断できる。45～54 歳の年齢階級では高卒賃金とは逆にバ
ブル期に 0.2％離職を促進する効果をもったという、上に凸の 2 次関数となっている。更に 20
～29 歳では、94 年をピークとしているが、80 年代よりほぼ一貫して高賃金が離職を促進する
と言う推計結果である。その効果も、90 年代は 0.3 以上と他の年齢階級よりもかなり高い値と
なっている。以上のような高卒賃金と大卒賃金の効果の推計結果を更に検討するために、高卒
賃金と大卒賃金が同時に 1000 円上昇した場合の効果についてグラフにしたのが図 5-4 である。
この図を見れば、30～44 歳はこの期間において一貫して弱いながらも離職抑制効果をもって
いたことが伺える。20～29 歳と 45～54 歳は、バブル期に離職抑制効果がなくなったが、バブ
ル崩壊以降は、離職抑制効果が回復してきていると判断できる。55 歳以上については、高卒
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賃金の効果が強く現れバブル期に離職抑制効果、バブル崩壊以降は離職を促進するという結果
となった。 
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図5-2 高卒賃金と離職率の変化 
20-29歳 30－44歳 45－54歳 55歳以上 
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図5-3 大卒賃金と離職率の変化 
20-29歳 30-44歳 45-54歳 55歳以上 
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 以上の賃金と離職率の関係についてまとめると、 
 
・ 賃金の離職抑制効果はバブル期の転職ブームによって小さくなったが、90 年代後半になって回
復してきている。 
 
・ 20～29 歳の大卒賃金に離職率が正に反応しているのは、大卒の労働市場の流動化によるものと
考えられる。その効果はバブル開始期より現れ現在も持続している｡ 
 
・ 45～54 歳の大卒賃金がバブル期において離職率に正の影響を与えているのは、バブル期の転
職ブームの影響であると考えられる。 
 
・ 90 年代後半に 55 歳以上で賃金が離職率に対して正の効果を持つという推計結果となった理由
は、企業の不況対策として、賃金の高い労働者について早期退職や転職の奨励が行われたこと
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図5-4 賃金（高卒+大卒）と離職率の変化 
20-29歳 30－44歳 45－54歳 55歳以上 
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図5-5 法定外福利費と離職率の変化 
20-29歳 30-44歳 45-54歳 55歳以上 
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や賃金を抑制して雇用の確保が図られたため、賃金と離職率の間に正の相関が発生したためだと
考えられる20。 
 
という 4 点にまとめることが出来る。 
 フリンジ･ベネフィットの効果については、図 5-5 から法定外福利費の限界的な効果は 65 歳
以上を除けばこの期間において一貫して抑制効果を持っていることがわかる。更に、30～44
歳と 45 歳から 54 歳では 0.8％弱で安定した抑制効果をもっているという推計結果となった。
また 20～29 歳で徐々に抑制効果が低下していることは、賃金のところでも述べたように若年
層における労働市場の流動化の影響を受けて、離職抑制効果が弱まっていることの表れと解釈
できる。 
 以上の分析では、賃金とフリンジ・ベネフィットの完全な代替性を仮定せずに分析を行って
きた。実証分析の最後に、Leibowitz (1983) だけでなく Smith and Ehrenberg (1983) や Woodbury 
(1983) によっても検討される両者の代替性について、賃金とフリンジ・ベネフィットの係数が
同じであると仮定した以下のようなモデルを推計し、（5.5）式のモデルを含めて非入れ子型の
検定（J テスト）21を行って特定化について検定した。 
 
itit
U
t
U
itit
H
t
H
titit uW)FW())P1/(Pln(    （5.6） 
ititit
U
t
U
it
H
t
H
titit u)FW(W))P1/(Pln(    （5.7） 
ititit
U
t
U
itit
H
t
H
titit u)FW()FW())P1/(Pln(    （5.8） 
 
検定統計量は表 5-8 の通りである。ここでは、（5.5）から（5.8）式についてそれぞれ AIC を最
小化するモデルを用いて検定している。検定の結果は、いくつかのケースでは厳密な多重共線
性によって統計量が求められない場合が含まれているが、すべてのケースで（5.5）式のモデ
ルを対立仮説とした場合に（5.6）、（5.7）、（5.8）式のそれぞれのモデルが正しいという仮説が
棄却され、（5.6）、（5.7）、（5.8）式のモデルを対立仮説として(5.5)式が正しいとする仮説はど
の対立仮説に対しても棄却されない、という結果となった。この結果は、（5.5）のモデルの特
定化が最も望ましいものであることを支持しており、賃金とフリンジ・ベネフィットの完全な
代替性を否定する結果である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                             
20 後述するフリンジ・ベネフィットとパート・タイマーの代替について分析したものとしては、Lettau(1997)
や Buchmueller(1999)がある。 
21 J テストについては、Davidson and MacKinnon (1993) を参照のこと。 
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表 5-8 J テストの結果 
           帰無仮説   
  (5) (6) (7) (8) 
対立仮説 
   
  
  ＜全年齢階級＞ 
 
  
(5) 
 
2.291  3.703  2.697  
(6) 0.773  
 
2.987  1.587  
(7) -0.713  -0.714  
 
-1.701  
(8) 0.890  -0.633  3.024    
  
   
  
  ＜20-29歳＞ 
 
  
(5) 
 
3.333  4.304  3.622  
(6) 0.107  
 
2.708  1.689  
(7) 0.403  0.870  
 
0.728  
(8) 0.044  1.230  2.150    
  
   
  
  ＜30-44歳＞ 
 
  
(5) 
 
5.227  5.970  6.110  
(6) 0.029  
 
1.282  1.528  
(7) 0.011  - 
 
0.836  
(8) 0.022  - -0.228    
  
   
  
  ＜44－54歳＞ 
 
  
(5) 
 
3.247  3.752  2.941  
(6) 0.767  
 
3.651  2.775  
(7) -0.767  0.731  
 
-2.357  
(8) -0.767  1.312  3.314    
  
   
  
  ＜55歳以上＞ 
 
  
(5) 
 
2.409  2.859  2.409  
(6) - 
 
1.886  - 
(7) - -1.224  
 
-1.224  
(8) - - 1.886    
- は、多重共線性により計算不能 
  
      
 
5.5 まとめ 
 
 本研究では離職率関数の推計を通じて、近年の賃金とフリンジ・ベネフィットが持つ離職抑
制効果の変化について実証分析を行った。以下の 3 点が、分析の結果として重要である。第 1
点目は、賃金やフリンジ･ベネフィットの離職抑制効果は、バブル期の転職ブームによって低
下したが、全般的には回復してきているという点である。第 2 点目は、20～29 歳の若年層で
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は労働市場の流動化の影響による賃金、フリンジ･ベネフィットの離職抑制効果の低下がバブ
ル崩壊以降も持続している点である。このように賃金やフリンジ･ベネフィットの離職率に与
える効果は、バブルやバブルの崩壊といった景気循環や労働市場の流動化といったトレンドの
影響を受けていることが明らかとなった。このような変化は、労働者の離職行動の実証分析や
賃金等の政策において今後とも注意していかなければならない点であると考えられる。 
 最後に、本研究で取り上げることが出来なかった重要な点として企業規模別の分析がある。
本研究では企業規模別の離職率を得ることが出来なかったため、分析することが困難であった
が、Burke and Morton(1990) や跡田(1993)の指摘もあるように、フリンジ･ベネフィットの水準
は企業規模によって大きく異なっている。このフリンジ･ベネフィットの差が労働者の離職行
動に影響を与えていることは充分考えられることであり、この点は今後の課題として指摘して
おきたい。もちろん、この他にも学歴や役職、職種別の離職行動も分析すべきであろうと思わ
れるが、データの制約のために分析できなかった。このような詳細な分析についても今後の課
題とする。 
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